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はしがき 
 
 本報告書は，国立教育政策研究所のプロジェクト研究である「全国学力・
学習状況調査の結果の二次分析」における，全国学力･学習状況調査の調査結
果の質的分析と量的分析の研究成果をとりまとめたものです。 
 全国学力・学習状況調査は平成１９年度に始まり，平成２９年度には１０
回目が実施されました。その間，毎年の調査結果の公表はもとより，調査結
果をもとにした様々な追加分析が行われてきました。調査実施母体の一つで
ある国立教育政策研究所・教育課程研究センターにおいても，この度，本プ
ロジェクト研究を計画し実施しました。その研究目的を，複数年度にわたる
調査結果の二次分析を実施することで，調査結果の活用方法の開発を目指す
とともに，調査結果の二次分析から得られる知見を明らかにすることとし，
以下の二つの研究を推進しました。 
①学校や教育委員会における学力向上に効果的な取組に関する事例研究 
②調査結果のデータベースの構築及び多様な二次分析のための基礎研究 
 「①学校や教育委員会における学力向上に効果的な取組に関する事例研究」
については，調査結果の経年変化を概観し，調査結果の活用の観点から，学
校や教育委員会を対象とした訪問調査を実施し，学力向上に効果的な取組を
明らかにすることを目指しました。学校や教育委員会が様々な困難を抱える
中，教育の質の更なる向上に真摯に取り組む現状を捉えるとともに，それら
を分析して示唆を明らかにすることで，調査結果の活用方法の具体事例とし
て参照いただきたいという意図があります。 
また，「②調査結果のデータベースの構築及び多様な二次分析のための基
礎研究」については，教科に関する調査結果と質問紙調査結果との相関分
析，国語と算数・数学の相関分析，記述式設問の詳細分析等，多様な二次分
析を試行することとしました。調査結果の二次分析から得られる知見を明確
化するとともに，いかなる二次分析の手法が可能かを探索的に研究するとい
う意図があります。 
加えて，本プロジェクト研究で訪問した学校の事例を既刊の事例集の第３
集目として別冊にまとめてありますので，合わせてご参照ください。 
「調査データの活用」や「エビデンスに基づく教育」といった言葉が登場
して久しく，また他方で，技術革新により大量の調査データを容易に扱える
ようになってきています。本研究の成果が，今後の教育調査の活用に対して
一定の知見を提供できれば幸いに存じます。最後になりましたが，本研究に
御協力いただいた全ての方々に心より感謝を申し上げます。 
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      研究代表者     梅澤 敦 
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各章の概要 
第１章 研究の背景・目的（この１０年間を振り返る） 
 
第１章では，全国学力・学習状況調査（以下，「全国調査」と表記する。）の実
施の背景・趣旨を改めて振り返るとともに，これまで様々な形で行われてきた調査
結果の分析を概括し，さらなる分析の余地を示し，本研究の視点を明らかにした。 
全国調査については，国際的な学力調査の結果や，当時実施されていた抽出によ
る国内の学力や学習状況に関する調査及び国の義務教育改革の動向等を踏まえ，義
務教育の機会均等や水準の維持向上という国の責務に基づいて創設されたものであ
り，調査の目的として，全国的な児童生徒の学力や学習状況の把握・分析，教育施
策の成果と課題の検証及び改善，学校における教育指導の充実や学習状況等の改善
等を位置付け，さらに，国，教育委員会及び学校において検証改善サイクルを確立
することを位置付けた。 
調査結果の分析については，教科に関する調査について，教科全体よりもむしろ
個々の問題に着目し，正誤のみならず誤答の状況から児童生徒のつまずきを明らか
にし，学習指導の改善・充実に資するよう，国立教育政策研究所より各教育委員会
や学校に「解説資料」，調査結果の「報告書」及び「授業アイディア例」を提供す
るとともに，文部科学省から質問紙調査の結果も含めた各種データを送付してき
た。また，文部科学省から研究機関への委託研究により，教科に関する調査の正答
数（率）や質問紙調査の回答を用いた各種の多変量解析や，特徴ある結果が見られ
た教育委員会や学校への訪問を通じた事例調査等が行われてきた。 
本プロジェクトでは，こうした成果を踏まえながら，調査の開始から１０年が経
過し，学校や有識者，マスコミ等において様々な議論がなされている中で，学校や
教育委員会において調査及び調査結果の更なる活用に資するよう，学校への訪問調
査，記述式問題の解答の詳細分析，複数年度の調査結果の分析を試みた。 
 
 
第２章 調査結果の活用に関する研究 
 
 第２章では，複数年度の調査結果に着目し，一定の成果を上げていると考えられ
た学校を訪問して，学校における学力向上や学習状況の改善に関する取組を明らか
にすることを目指した。また，膨大な調査結果の中から学校の取組と深い関連があ
ると思われる項目を絞り込むことで，各学校の教育指導や教育委員会の施策につい
て適切な検証あるいは目標設定に資することを目指した。 
 具体的には，訪問調査の対象を選定する際に，①可能な限り，家庭や地域の影響
を除いて，学校自身の取組の成果を分析できるよう，質問紙調査の結果を用いて就
学援助率の高い学校や通塾率の低い学校，低学力層の少ない学校に注目したこと，
②各教科における継続的な課題の改善に資するよう，個々の問題（例：算数の「割
合」）に特化して分析し，その正答状況が良好な学校に注目したこと，③指導の
「成果」を教科の正答率のみで評価するのではなく，児童生徒が教員の指導をどの
ように受け止めているか，教員と児童生徒との日常の関係構築など多面的に考察す
ることで，指導改善への示唆を得られるよう，児童生徒質問紙調査における学習に
対する意識等に関する項目に注目したこと，④学校としての取組が児童生徒に浸透
しているかどうかをより明確に把握できるよう，質問紙調査項目に注目する際は，
「強い肯定」の割合に注目したことが挙げられる。 
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 訪問調査の結果からは，各学校が単純に教科の正答率の向上を目的として学力向
上の取組を展開しているのではなく，質問紙調査にも着目しながら，学校の置かれ
た状況を直視し，家庭や地域の協力も得ながら，校内の教職員が一体となって総合
的に学習状況の改善に取り組んでいる実態が見られ，好循環を生んでいる状況が見
られた。その際，まずは児童生徒が落ち着いて学習に取り組むための基礎的な姿勢
を学校全体で統一した上で，具体の指導方法の統一が図られていた。また，一人一
人の児童生徒のつまずきの把握やつまずきに応じた丁寧な指導，さらには一人一人
の児童生徒の成長を認めることによる学習意欲の向上から，授業や学校全体にもそ
れが波及している実態が見られた。 
加えて，教育委員会では財政面の制約を抱えつつも，学校と認識を共有した上
で，多様な児童生徒へのきめ細かい指導及び若手教員の育成という二つの側面から
人的支援を行うとともに，最低限指導すべき内容を統一的に示すなど，学校の具体
的な取組の支援が図られていた。また中学校区での連携した取組事例も見られた。 
ただし，訪問調査対象校においては，過去に学力や学習状況に課題を抱えていた
学校も少なくなく，学校や教育委員会が一体となって家庭や地域の協力を得ながら
粘り強い取組を長年継続していたことを付記しておきたい。 
 
 
第３章 記述式問題の解答の二次分析に関する研究 
 
 第３章では，教科に関する調査のうち，記述式問題に焦点化し，その解答の二次
分析に関する探索的研究の実際を述べるとともに，得られる知見を明らかにした。 
 全国調査では，教科に関する問題の結果分析を年度ごとの調査結果報告書に掲載
して公表している。その際，設問ごとにあらかじめ準備される解答類型に基づいた
分析が行われている。ただし，解答類型の個数は，無解答の類型を含め最大１０個
と設定されていたため，きめ細かな分析が十分にできていなかった設問もあった。
例えば，記述式問題の場合，児童生徒の解答（表現）は多種多様であり，同じ解答
類型に属する解答であったとしてもその中には多様な解答が混在している。そこで
本章では，これまでに複数年度にわたって課題が報告されている領域や内容に関連
する記述式問題の中から分析対象の問題を選定して考察を進めた。 
 具体的には，まず，小学校国語の「引用」に関する記述式問題を取り上げ，一つ
の誤答の解答類型に含まれる多様な解答を概観して特徴を考察し，学習指導に対す
る示唆及び調査の分析枠組みの再構築に向けた示唆を導出した。ここでは，例え
ば，学習者のつまずきの傾向を予測しながら指導改善に資する具体的かつ効果的な
解答類型の設定の必要性が指摘された。 
 次に，小学校算数の割合に関する記述式問題を取り上げ，複数年度にわたって正
答及び誤答の解答類型に含まれる解答を概観して特徴を考察し，学習指導に対する
示唆及び問題作成と分析枠組みの構築に向けた示唆を導出した。ここでは，例え
ば，割合に関連する用語や表現の理解をより詳細に確認する問題の開発の必要性が
指摘された。 
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第４章 本研究での取組を踏まえた今後の分析への期待 
 
第４章では，本研究において試行した分析の結果や課題を踏まえ，今後さらに分
析が必要であると考えられる事として，質問紙調査の調査結果のさらなる活用及び
記述式問題の結果に関する量的分析について述べた。 
これまで教科の正答率（正答数）と個々の質問紙調査項目の回答（肯定的／否定
的）との相関係数の算出や回帰分析が実施されてきたが，こうした量的分析の結果
を教育委員会や学校がどのように活用できるかについての理解は深まっていない。
本研究では，学校への訪問調査を行う際，特定の児童生徒調査質問紙項目の強い肯
定的回答に注目し，学校の取組を把握する際の参考とすることができたが，今後，
検討の対象となる項目をさらに増やし，学校の取組が，より顕著に表れる質問紙項
目を明らかにしたり，複数年度にわたって調査結果を見ることによって長期的な傾
向と学校の取組の関係及びそれが教科の正答率に及ぼす効果等を明らかにしたりす
ることが考えられる。また，将来，悉皆調査として実施している全国調査の調査結
果を他の各種調査と関連させて分析することも一つの案とすれば，今後，学校基本
調査や全国体力・運動能力，運動習慣調査などの学校に関する調査や，国勢調査等
家庭や地域の状況を明らかにする調査などと関連させた分析を行うべく，データの
整理や課題の精緻化をしていくことも検討すべき事であろう。 
記述式問題に関する量的分析については，教科あるいは年度を超えて見られるよ
うな課題に対して，第３章で検討した記述内の詳細な分析とは別に，量的な分析に
よって一定の傾向を明らかにすることを目指した。しかし問題設計，解答類型の構
成がそもそも異なることが大きな障害となり，明確な結論を導くには至らなかっ
た。今後，改めて分析すべき課題を精緻化するとともに，将来的には，教科の枠組
みを超えた問題設計を検討していくことも一案である。 
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第１章 研究の背景・目的（この１０年間を振り返る） 
 
 平成１９年４月，全国の小学校第６学年，中学校第３学年を対象とした全国調査
が開始され，これまで１０回の調査を重ねてきた（平成２３年度は東日本大震災の
影響で中止）。調査開始から１０年が経過し，全国の学校や教育委員会において，
調査結果を活用することで，日々の授業をはじめ，様々な学習指導の改善・充実
や，教育施策の改善・充実が図られているところである。また，以前までは，複雑
化，多様化する現在及び将来の社会に対応し，子供たちにどのような力を身に付け
させるべきか，そしてその力を具体的にどのように育むかといった教育の成果や課
題について，調査結果に基づく議論が必ずしも十分でなかったとの指摘もあった。
そのような中，本調査の結果を踏まえ，教育及び教育施策に関する様々な研究が展
開されてきている。 
 本章では，調査の導入当初からこれまでの動きを，国における施策，主な研究事例
の動向，教育委員会や学校での取組それぞれの観点で振り返った上で，本プロジェク
ト研究で取り上げるべき課題について概括したい。 
 
 
第１節 全国調査に関する施策の動向 
１．全国調査の導入 
 
 全国調査の導入以前，児童生徒の学力に関しては， 
● 平成１６年末に公表された国際学力調査（ＰＩＳＡ２００３，ＴＩＭＳＳ 
２００３）において，読解力が大幅に低下するとともに，我が国がこれまで
最上位にあった数学や理科についても低下傾向が見られること 
● 平成１７年４月に公表された小中学校を対象とした教育課程実施状況調査
（平成１６年１，２月実施）において，全体としては学力の低下傾向に歯止
めが掛かったものの，国語の記述式問題や中学校数学などに課題が見られ
た。 
 また，児童生徒の学習習慣や生活習慣についても，我が国の種々の学力調査と併
せて実施している質問紙調査の結果において，勉強が楽しいと思う児童生徒の割合
や，宿題をする時間などの項目の結果が芳しくなかった。 
 このような状況の中で，平成１７年６月に閣議決定された「経済財政運営と構造
改革に関する基本方針２００５について」においては，「児童生徒の学力状況の把
握・分析，これに基づく指導方法の改善・向上を図るため全国的な学力調査の実施
など適切な方策について，速やかに検討を進め，実施する」と指摘され，政府とし
て取り組むべき課題として全国的な学力調査が位置付けられた。また，同年１０月
には，中央教育審議会答申「新しい時代の義務教育を創造する」において，「子供
たちの学習到達度についての全国的な調査を実施することが適当である」と提言さ
れ，具体的な実施に当たっては，「子供たちに学習意欲の向上に向けた動機付けを
与える観点を考慮」することや，「自治体や学校が全国的な学力状況との関係でそ
れぞれの学力状況を把握することにより，教育の充実への取組の動機付けとなる」
こと，「地域性，指導方法・指導形態などによる学力状況との関係が分析可能とな
る方法を検討する」ことなどが示された。 
 これらも踏まえて，文部科学省に「全国的な学力調査の実施方法等に関する専門
家検討会議」が設置され，調査の意義や枠組み，調査問題や質問紙調査作成の視
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点，調査結果の公表・返却等について具体的な議論が行われ，平成１８年４月２５
日に「全国的な学力調査の具体的な実施方法等について（報告）」が取りまとめら
れた。 
そのポイントは次の３点である。 
 
① 調査の意義とそれを実現するための基本的な枠組み 
まず，義務教育の機会均等や教育水準の維持向上という国の責務を果たすという
点を確認した上で，国として本調査を行う意義・目的について，国は義務教育にお
ける実態の把握・教育の成果と課題等の検証・国の施策への改善といったＰＤＣＡ
サイクルを確立するとともに，教育委員会や学校は，児童生徒の学力に関する状
況，教育条件の整備状況，児童生徒の学習環境や家庭における生活状況等の特徴や
課題を把握し，主体的に指導や学習の改善につなげていくことと示された。 
上記の目的を果たすために，調査の規模については，調査を対象学年である小学
校第６学年及び中学校第３学年の全児童生徒とするとともに，実施する頻度につい
ては，毎年度とされた。全児童生徒を対象とした調査，すなわち「悉皆調査」とす
ることは，全ての学校及び教育委員会が全ての児童生徒の状況を把握し，調査結果
を根拠として当事者意識を一層強くもった上で，実態に応じた指導の改善・充実に
当たることができるという意義がある。この点において抽出調査では，一定の集団
の傾向を見ることができるが，多くの抽出対象外の学校及び教育委員会において
は，自らの課題として意識し，取組を充実することは難しくなる。また，毎年度の
実施とすることについては，前述した国及び学校や教育委員会を含めたＰＤＣＡサ
イクルが，毎年のものとして確立されることが求められ，施策や指導の改善は，継
続的かつ実態に応じたスモールステップで行われることが重要であり，隔年の調査
では，その実現は難しくなる。悉皆調査を毎年度実施するということは，様々な運
用上の課題を克服することが不可欠となる一方で，調査の目的を果たす上ではなく
てはならない仕組みである。 
 
② 実施内容 
 調査は，児童生徒の学力に関する調査，生活習慣や学習環境に関する調査及び生
活習慣や学習環境等と学力との相関関係に関する分析を行うことが基本的な枠組み
とされた。 
 教科に関する調査については，教科を国語，算数・数学とすること，実施時期を
年度の早い段階とし，できるだけ早い時期に結果を返却することで児童生徒に対す
る学習改善に役立てること，実施頻度を毎年度とすることが適当であるとされた。
また，問題作成について，学習指導要領に基づき，各教科の土台となる基盤的な事
項に絞った上で，基本理念として主として「知識」に関する問題（身に付けておか
なければ後の学年等の学習内容に影響を及ぼす内容や，実生活において不可欠であ
り常に活用できるようになっていることが望ましい知識・技能などを問う）と主と
して「活用」に関する問題（知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力や，
様々な課題解決のための構想を立て実践し評価・改善する力などに関わる内容を問
う）を作成することとされた。その上で，調査問題自体が学校の教員や児童生徒に
対して土台となる基盤的な事項を具体的に示し，教員の指導改善や児童生徒の学習
改善・学習意欲の向上などに役立つ問題を作成する旨が示された。 
 また，児童生徒の関心や意欲，授業での取組や学習方法など，教科に関する調査
を補完して学力や学習状況を把握するという視点とともに，学習環境や家庭におけ
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る生活状況等の生活の諸側面や，教育条件，教育施策など，教科に関する調査結果
との相関等を検証することにより学力の規定要因を分析するという視点から，生活
習慣や学習環境について学校質問紙及び児童生徒質問紙調査を行い，教科に関する
調査と併せた分析を行う旨が示された。 
 
③ 調査結果の公表・提供 
 調査結果の公表・提供については，本調査の趣旨を踏まえて，国による全国的な
状況の把握やそれを踏まえた施策の改善，教育委員会及び学校の施策や指導の改善
につながるようにするとともに，一方で，子供たちに学習意欲の向上に向けた動機
付けを与える観点も考慮しながら，学校や地域間の序列化や過度な競争等につなが
らないようにすることが求められた。 
公表・提供内容については，教科に関する調査については，国語及び算数・数学
の「知識」「活用」それぞれの問題について，平均正答数（率）や標準偏差，中央
値，分布の形状などを示すことが適当であるとされた。質問紙調査については，学
習意欲や学習方法に関する結果に加え，各学校等における教育条件の整備状況等と
学力との関係や，児童生徒の生活の諸側面や学習観等と学力との相関関係などにつ
いて公表するものとされた。 
公表・提供の単位については，学校間や地域間の序列化や過度な競争につながら
ないよう，国は全国的な状況及び都道府県単位の状況を公表することが適当である
とされ，市町村や学校ごとの公表は行わない旨が示された。また，調査結果の提供
（返却）については，都道府県に対しては域内の市町村及び学校単位の状況が把握
できる結果を，市町村に対しては域内の学校単位の状況が把握できる結果を，学校
に対しては，学級及び児童生徒ごとの状況が把握できる結果を，それぞれ返却する
こととし，個別の市町村名等を出して公表することは認めない旨が示された。 
 
 
２．導入後の経緯 
 
 専門家検討会議での議論を踏まえ，文部科学省の関係部局及び国立教育政策研究
所において調査の詳細設計について検討が行われ，平成１９年４月に第１回の調査
が実施された。その際，調査の目的は以下のように示され，今日に至っている。 
・ 義務教育の機会均等とその水準の維持向上の観点から，全国的な児童生徒の
学力や学習状況を把握・分析し，教育施策の成果と課題を検証し，その改善を
図る 
・ そのような取組を通じて，教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立す
る 
・ 学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役立てる 
 平成１９年度から２１年度の調査については，当初の想定どおり悉皆調査で行わ
れたが，平成２２年度の調査については，「（前年度までの）悉皆調査の結果，全
国及び各地域別等の信頼性の高いデータが蓄積され，これを基に，教育施策等の改
善を図る取組が着実に進んできたことなどを踏まえ，抽出調査に切り替えるととも
に，抽出調査の対象外の学校であっても，その設置者が希望すれば，抽出調査と同
一の問題の提供を受け，本調査を利用できる方式を導入すること」とされた。この
抽出調査と希望利用での方式は，平成２２年度及び２４年度に実施された。（平成
２３年度は東日本大震災の影響で中止）なお，平成２４年度からは，国語，算数・
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数学に加えて，理科の調査を実施し，以後，３年に一度程度実施することとされ
た。 
 平成２５年度以降は再び悉皆調査が行われることとなるが，併せて，これまでの
調査が担ってきた役割を補完する観点から，経年変化の分析や家庭の社会経済的な
背景を考慮した分析を行うため，経年変化分析調査や保護者調査を数年に一度抽出
調査によって実施することとされた。 
 平成２７年度には理科の調査が初めて悉皆調査として実施され，平成２８年度
は，経年変化分析調査の２回目が実施されている。なお，保護者調査の２回目につ
いて，平成２９年度に実施されることとされている。 
 
 
３．今後の改善の方向性 
 
 平成２９年３月に取りまとめられた「全国的な学力調査の今後の改善方策につい
て」においては，調査の開始以来，１０年間の意義と課題を整理し，調査を今後と
も悉皆調査，かつ毎年度の調査として実施することを確認した上で，さらなる改善
方策等について整理がなされている。具体的には，平成２９年３月に改訂される新
学習指導要領を踏まえた今後の調査問題及び質問紙調査項目の改善や，経年変化分
析調査及び保護者調査など，これまでの取組を継続しながらその改善を図るものの
ほか，新たな論点としては，平成３１年度からの中学校英語調査の実施に向けた検
討，児童生徒の学力の状況をより客観的・多角的に評価できる仕組みの導入，政令
指定都市単位の結果の公表，研究者等に対する個票データ等の貸与などが示されて
いる。 
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第２節 調査及び調査結果等を踏まえた指導の改善・充実に関する取組 
１．毎年度の情報提供 
 
 全国調査の開始以来，各教育委員会及び学校における取組を支援するため，文部
科学省及び国立教育政策研究所においては各種資料や機会を提供してきた。 
 
（１）調査実施とともに公表する解説資料 
調査実施と同日に公表する「解説資料」においては，調査実施から調査結果を提
供するまでの間も，各教育委員会や学校において教育施策や教育指導の改善・充実
に資するよう，問題ごとに出題の趣旨や学習指導の改善・充実を図る際のポイント
などを示している。 
〔例：平成２８年度 小学校 国語 解説資料 ｐ２０～２１〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）調査結果提供の際の各種資料 
各学校及び教育委員会毎に，教科別の平均正答率や，問題ごとの正答率及び解答
類型ごとの反応率，児童生徒質問紙調査の回答割合等を当該学校（教育委員会）・
都道府県・全国で比較できるような帳票を提供している。 
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また，教科に関する調査について，設問ごとに分析結果や指導改善のポイントを
示した報告書を作成している。 
 
〔例：平成２８年度 中学校 数学 報告書 ｐ７２～７３〕 
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さらに，課題が見られた事項について，授業の改善・充実を図る際の参考となる
よう授業のアイディアの一例を示した授業アイディア例を作成している。 
 
〔例：平成２８年度 小学校 算数 授業アイディア例 ｐ１３～１４〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〔例：平成２８年度 中学校 国語 授業アイディア例 ｐ５～６〕 
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（３）説明会の開催，学力調査官等による助言・支援 
 調査結果の公表後に，各教育委員会の担当者等を対象として，調査問題や調査結
果，学習指導の改善・充実等について説明を行う全国向けの説明会を開催するとと
もに，各教育委員会等が開催する研修会等において研究所の学力調査官が講師とし
て助言・支援を行っている。 
 
 
２．追加分析の取組 
 
 毎年度の調査結果の分析を通じて，各教育委員会や学校に対して学習指導の改
善・充実に関する助言・支援を行うことに加え，平成２４年度には，平成１９年度
から平成２２年度までの４年間の調査結果を分析し，成果や課題として考えられる
内容をまとめた報告書「４年間のまとめ」を作成した。これまでの調査問題を取り
上げながら，学習指導に当たってのポイントや，授業の展開例などを示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 また，平成２１年度には，平成１９年度及び平成２０年度の全国調査において教
科の平均正答率が高いなどの特徴ある結果を示した学校を対象として，それらの学
校が指導方法や授業に係る校内研修などその結果に寄与したと考えている取組をと
りまとめた「全国学力・学習状況調査において特徴ある結果を示した学校における
取組事例集」を作成した（平成２２年度には第２集を作成）。 
 本事例集は，教科に関する調査の正答率や無解答率などが全国平均に比して良好
であった学校を含む市町村教育委員会への依頼に基づき，域内で調査の結果に寄与
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したと考えられる取組が行われている学校を選定し，当研究所において訪問調査を
行った上で，学校（又は市町村教育委員会）が自校の取組事例に係る原稿を作成
し，当研究所において編集することによって作成したものである。選定の際は，例
えばＢ問題の正答率が高い（無解答率が低い）学校，記述式問題で正答率が高い学
校，国語の「話すこと・聞くこと」の領域に係る問題で正答率が高い学校など，教
科，領域及び問題形式の単位で特徴的なものを選定し，第１集では１６校（小・中
それぞれ８校），第２集では１０校（小･中それぞれ５校）の事例を紹介した。（後
に小・中それぞれ２校の計４校の事例を追加している。） 
 
 
〔例：全国学力・学習状況調査において特徴ある結果を示した学校における取組事
例集（平成２１年８月）ｐ４２～４３〕 
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第３節 調査及び調査結果等を踏まえたこれまでの研究等 
 
 文部科学省においては，調査開始以来毎年度，大学等の研究機関への委託を行
い，調査結果を用いた追加分析を行ってきており，大別すると概ね次のような研究
が見られている。 
 第一に，毎年度の調査結果について，教科に関する調査の正答数（率）と質問紙
調査項目を用いたクロス分析や重回帰分析等の多変量解析を行い，学力向上に効果
的であると考えられる変数を探求していく研究である。こうした研究の成果は，学
術的な寄与とともに，全国調査における質問紙調査項目の改善に寄与したり，各学
校や教育委員会が自らの調査結果を分析する際の視点及び具体的な方法を提供した
りするなどの意義がある。例えば，平成１９年度の追加分析においては，教科に関
する調査及び質問紙調査の結果を一定のカテゴリーに分類してスコア化し，「全国
学力・学習状況調査結果チャート」を用いて表現することで，各学校等が児童生徒
の学力や学習状況等を視覚的に把握できるようにし，全国的な状況等との関係にお
いて，自らの指導や施策の成果及び課題等を具体的に把握し，分析・改善につなげ
る手法を開発し，以後の調査においては，全ての学校等に対して当該資料が提供さ
れることとなった。 
 
 
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
〔参考：全国学力・学習状況調査結果チャートについて（平成１９年度全国学力・
学習状況調査追加分析結果ｐ５１～ｐ５３より引用）〕 
「全国学力・学習状況調査結果チャート」を用いた学力・学習状況に関する分
析・検証手法は，まず「全国学力・学習状況調査結果チャート」を以下の１）～
３）の流れに沿って作成し，それを基に分析・検証を行うものである。 
１） a. 分析対象（学校等） 
b. 比較基準となる母集団（全国，都道府県，市町村等） 
c. 「全国学力・学習状況調査結果チャート」に用いる領域とそれを構成する
質問項目の決定 
２） １）の基本的事項から各領域のスコアを算出する。 
     （詳細は追加分析報告書を参照） 
３） ２）で算出した各領域のスコアを用いて，「全国学力・学習状況調査結果 
チャート」を多角形の図として表現する。 
今回は，学力・学習状況に関する分析・検証を行うための「全国学力・学習状況
調査結果チャート」の基本的なものとして， 
① 教科に関する調査及び児童生徒質問紙調査の結果から児童生徒の学力と学習状
況の関係を 12 の領域のスコアから見る「全国学力・学習状況調査結果チャート
[児童生徒]」（図 1，表１） 
② 教科に関する調査及び学校質問紙調査の結果から児童生徒の学力と学校の指導
方法や学校運営との関係を 12 の領域のスコアから見る「全国学力・学習状況調
査結果チャート[学校運営]」（図２，表２） 
の２つを提案する。これらの「全国学力・学習状況調査結果チャート[児童生徒]」と
「全国学力・学習状況調査結果チャート[学校運営]」は，教科学力だけでなく，児童
生徒質問紙調査に含まれている学習に対する関心・意欲・態度，家庭での生活習慣
や学習習慣，豊かな体験，規範意識，自尊感情等や，学校質問紙調査に含まれてい
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る教科指導の多様性，教員研修の充実，学校評価，学力向上に向けた取組，地域の
人材・施設の活用，児童生徒の状況などについて，俯瞰的に見ることをねらいとし
ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
「全国学力・学習状況調査結果チャート」は，各領域について算出したスコアの
値を中心から放射状にプロットし，そのプロットした点を結んで円内に多角形のグ
ラフを書く形にした（図 1，図２）。このグラフは，ある領域内の項目群の状況と領
域間の状況を，視覚的に比較しやすくしていることに特徴がある。 
また，学力・学習状況に関する分析・検証のために調査結果を視覚化する「全国
学力・学習状況調査結果チャート」は，各教育委員会や学校等が何を分析するかと
いう観点に応じて，領域の組み合せを変えることが可能である。 
-------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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第二に，毎年度の調査において比較的良好な結果を示した教育委員会や学校にお
ける教育施策や指導の特徴を明らかにするため，調査結果データから教育委員会や
学校を選定し，訪問調査等を通じて取組事例を収集し，特徴を明らかにするもので
ある。例えば，平成２２年度の追加分析である「全国学力・学習状況調査において
比較的良好な結果を示した教育委員会・学校等における教育施策・教育指導等の特
徴に関する調査研究」（研究委託先：早稲田大学 研究代表者：田中博之）におい
ては，秋田県，福井県の教育施策・指導等の特徴について，データによる分析及び
訪問調査の両面から明らかにし，両県に共通する要因と両県の独自性について示し
ている。 
 
〔参考：全国学力・学習状況調査において比較的良好な結果を示した教育委員会・
学校等における教育施策・教育指導等の特徴に関する調査研究 概要〕 
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また，「子供たちの学力水準を下支えしている学校の特徴に関する調査研究」
（研究委託先：大阪大学 研究代表者：志水宏吉）においては，学校質問紙調査に
基づく就学援助率に着目し，全国的な就学援助率の水準から見て正答率が高い学校
をピックアップし，訪問調査を通じて，その要因を分析している。 
 
〔参考：子供たちの学力水準を下支えしている学校の特徴に関する調査研究 概要〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第三に，平成２５年度に実施した「きめ細かい調査」のうち特に保護者調査の結
果を活用して，家庭の社会経済的背景と学力との関係を分析するとともに，社会経
済的背景が一因となって生じると考えられる学力格差の緩和に寄与する指導方法を
明らかにするものである。平成２５年度には，「平成 25 年度全国学力・学習状況調
査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力に影響を与える要因分析に関する調査
研究」で保護者調査の結果を分析し（研究委託先：お茶の水女子大学 研究代表
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者：耳塚寛明），家庭の所得，父親の学歴及び母親の学歴の三つの変数を合成する
ことによって児童生徒の家庭の社会経済的背景（ＳＥＳ）を推定する指標を設けた
上で，児童生徒を四つの群に分割し，学力（各教科ごとの正答率）とのクロス分析
を行った。 
その結果，ＳＥＳが最も低い層で，かつ学力が高い児童生徒群には，朝食等の生
活習慣，読書や読み聞かせ，学習習慣と学校規則への態度，学校での学習指導など
で特徴が見られることが示された。また，平成２６年度「効果的な指導方法に資す
る調査研究」（研究委託先：お茶の水女子大学 研究代表者：耳塚寛明）において
は，同様の変数を用いて児童生徒のＳＥＳを推定し，児童生徒ごとのデータを集約
した学校ごとのレベルでのＳＥＳと学力（各教科ごとの正答率）の関係を回帰的に
示した上で，学校ごとのレベルでのＳＥＳから推計される学力を大きく上回ってい
る学校を「教育効果の高い学校」と位置付け，当該学校の取組を質的に調査した
り，同様の分析から教育効果の高い学校群と低い学校群をデータ上で抽出し，両者
の質問紙調査項目の結果を比較したりすることで，学力の向上に寄与する取組を明
らかにした。 
そのほか，毎年度の悉皆調査を補完する調査の実施に向けた調査手法の開発のた
め，分冊法を用いた経年比較可能な調査の仕組みを検討する研究や，小学校と中学
校の調査結果データを接続する方法を開発する研究，読書活動，ＩＣＴ教育などの
個別のトピックと学力との関係を分析した研究などが行われている。 
 
 
第４節 本研究の意義と課題 
 
 これまで３節にわたって整理した，全国調査の背景や経緯等を踏まえ，本研究の
構成及び意義を次にまとめたい。 
 
 次の章では，複数年度にわたる教科に関する調査及び質問紙調査の結果データか
ら，特徴ある結果が見られた学校を選定し，訪問調査による事例研究を行った結果
を整理している。 
本章第２節で述べたとおり，国立教育政策研究所では，過去にも，調査結果デー
タを活用し，特徴ある結果を示した学校の取組事例をまとめてきた。その際は，各
学校における教科ごとの正答率及び無解答率や，領域ごとの正答率を用いて学校の
選定を行うこととしていた。 
 これに対して，本研究では，より精緻な分析を行うために，以下の視点を加え，
学力や学習状況の改善に関する取組を多面的に考察することを目指した。 
 
① 学校の教育活動そのものが全国調査の結果につながった事例を取り上げるため
には，家庭の社会経済的な状況や外部の教育機会の影響を可能な限り排除するこ
とが望ましい。 
このため，学校質問紙及び児童生徒質問紙項目を用いて，「就学援助率」や
「通塾率」に注目することとし，就学援助率が一定程度高い学校や，通塾率が低
い学校において成果を上げている学校を選定する。 
 
② これまで，毎年度の調査結果を踏まえ，各教科において学習指導の改善・充実
に向けたポイントを示してきたものの，依然として課題が見られるものは少なく
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ない。例えば，教科を通じて見られるものとして，適切な根拠に基づいて説明す
ることが挙げられる。また，教科の個別の例としては，小学校算数の「割合」に
関する理解などが挙げられる。全国調査の趣旨及び設計が，個々の問題に着目し
た学習指導の改善・充実を主としている中で，こうした個々の課題の改善のため
の示唆を得るには，教科ごとや領域ごとの平均正答率のみならず，個々の問題の
正答率に注目することが重要である。 
  このため，「適切な根拠に基づいて説明する」や「割合」などの課題に関連す
る個々の問題の学校別の正答率に注目し，成果を上げている学校を選定する。 
 
③ 全国調査が，児童生徒の「学力」のみならず「学習状況」についても調査を行
い，施策や指導の改善・充実を図っていることに鑑みれば，教科の正答率のみな
らず，質問紙調査の結果に注目した分析を行うことは不可欠であると考える。 
このため，学校の学力向上の取組の成果との関係がより強く表れると思われる
質問紙調査項目をピックアップし，特徴的な結果が見られる学校を選定する。具
体的には，教科の学習に関する意識及び行動に関するもの，教員・児童生徒間の
関係に関するもの等を取り上げる。さらに，我が国の子供たちの状況について，
諸外国と比較して自己肯定感が低いことが指摘されており，政府の教育再生実行
会議においても議論がなされている。児童生徒が自分や相手を尊重しながら他者
と協同して，様々な可能性に挑戦できるような学校の雰囲気作りは，学力や学習
状況の改善にも少なからず良い影響を与えることが推測されることから，自己肯
定感に関する項目を取り上げ，特徴ある学校の取組について探ることとする。 
 
なお，調査結果の安定性を一定程度考慮するとともに，過去の取組を踏まえてよ
り新たな知見を提示することを目指すため，一定の学校規模（調査を実施した学年
の規模）以下の学校や，これまでも都道府県単位で学力向上の取組がすでに取り上
げられている地域の学校，過去の研究所の様々な事業での経験等を通じて社会経済
的背景による影響が大きいと考えられる学校などについては，選定から除くことと
したことを付記しておく。 
また，取り上げる調査問題及び質問紙項目については，本研究で取り上げたもの
に限らず，多様な観点が考えられ，取り上げた事例以外にも多くの優れた取組が考
えられることについては留意が必要である。加えて，本研究報告書で記載した取組
は特徴的なもの，訪問調査全体を通じて集約可能なものに特化して掲載をしてお
り，各事例における取組の詳細は，別途事例集等の形で集約し，提示している。 
 
 第３章では，複数年度の調査を通じて依然として課題が見られる内容について，
学習指導の改善・充実に向けたさらなる示唆を得ることを目的として，記述式問題
の児童生徒の解答状況を詳細に分析した結果を示した。 
 全国調査の調査問題は，周知のとおり，個々の問題の解答状況に着目し，単に正
誤のみならず，誤答の状況に応じた学習指導の改善・充実を図ることができるよ
う，問題ごとに，児童生徒の解答の傾向を事前に想定し，設定する条件などに即し
てそれを分類，整理することができるよう「解答類型」を設けている。 
調査実施後の採点は，調査の実施に関する業務を受託している民間事業者が，児
童生徒の解答をこの解答類型に基づいて分類していくことで行われており，国立教
育政策研究所では，民間事業者の採点結果を確認し，採点の誤りが無いことを確認
することはもちろんであるが，同時に，児童生徒の実際の解答状況を確認し，傾向
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や特徴を把握・分析している。分析の結果は，各教科の報告書において，特徴的な
解答を示しながら，誤答の傾向分析及び学習指導の改善・充実に当たってのポイン
ト等を全国に向けて示しているところである。 
本研究では，毎年度の実施サイクルの中で行われている上記の分析を充実・発展
させ，解答類型間の実際の解答状況はもちろんのこと，同一解答類型内における解
答の状況の特徴を詳細に分析し，特徴を明らかにすることとした。研究期間等の制
約もあり，小学校国語の「引用」と，小学校算数の「割合」について取り上げてい
る。また，特に算数については複数年度の問題を取り上げ，傾向を分析した。今
後，小学校及び中学校それぞれにおいて，複数年度にわたって課題が見られるもの
を取り上げてさらに分析することにより，学習指導の改善・充実に向けたさらなる
知見が明らかにしていくことが考えられる。 
 
なお，本研究における課題と今後の可能性については，第４章で述べている。 
１．で述べる質問紙調査データのさらなる活用については，これまでの種々の研
究で行われてきた手法を踏まえながら，新たな活用方法の開発の可能性を提示する
ことを目指した。現時点では整理すべき課題も少なくないが，分析するべき課題の
精緻化やデータの整理が進むことで，分析の可能性が広がるものと考えられ，さら
には，質問紙調査項目の充実にも示唆が得られると考えられる。 
２．で述べる記述式問題の量的分析については，毎年度実施してきた各教科にお
ける個々の問題ごとの解答状況の分析を踏まえ，教科を横断した設問ごとの分析の
可能性を提示することを目指した。教科それぞれの特性を踏まえた出題及び分析を
行ってきた中で，横断的な分析を行うためには課題も少なくないが，現在でも一部
で実施している，教科内での問題ごとのクロス分析を発展させることや，教科を横
断した分析を行うための問題作成の枠組みを検討することなど，将来的な分析の可
能性が広がるものと考えられる。 
 
以上，本研究の意義や課題について述べてきたが，本研究の成果が各教育委員会
や学校で教育指導や教育施策の改善・充実に携わっている方々に参考となる知見を
示すことができたかどうかは，ぜひ忌憚のない御意見を賜りたい。 
開始から１０年が経過した全国調査については，一部では毎年同じような課題を
指摘しているなどといった批判的な意見もある一方で，全国の学校や教育委員会に
おける主体的な取組が広がりつつあり，また，悉皆調査に基づく教育の基礎的デー
タの蓄積が図られていることは，我が国において重要な意義を持つものと考える。 
全国調査の調査問題，調査結果，それらを活用した本研究を含めた様々な研究分
析が，関係者それぞれの立場で活用され，児童生徒一人一人の学力向上や学習状況
の改善につながるより一層有効なものとなるよう願ってやまない。 
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第２章 調査結果の活用に関する研究 
第１節  教科に関する調査結果及び質問紙調査結果の詳細分析 
 
 全国調査の調査結果は，基本的に８月下旬頃，各学校及び教育委員会等に送付さ
れ，各学校や教育委員会等は実態に応じてその結果を分析し，学習指導や教育施策
の改善・充実を行っている。これまでも，特徴ある結果を示した都道府県等の取組
事例等については，研究者や報道等によって紹介され，教育関係者の間で共有され
てきた。他方で，自らの学校や教育委員会における各教科の正答率と全国や都道府
県の値とを比較することのみによる結果分析が行われている事例も少なくなく，学
習指導や教育施策の改善・充実を具体的に図る上では，学校等の実態に応じなが
ら，更なる改善の余地もあるのではないかと考えられる。 
国立教育政策研究所では，第１章で述べたとおり，毎年度，調査問題を作成し，
解説資料において問題の趣旨等を全国に示し，調査結果の公表時に作成する報告書
や授業アイディア例を通じて，個々の問題ごとに，問題の解答類型ごとの反応率を
含めた分析結果や学習指導に当たってのポイントを示すことで，学校や教育委員会
の取組を支援してきた。また，過去２度の「全国学力・学習状況調査において特徴
ある結果を示した学校における取組事例集」の作成を通じて，学校における特徴的
な指導改善の事例紹介を行ってきた。 
本研究では，調査を実施し，調査結果を１０年余りにわたって分析・蓄積してき
た中で，研究所として果たすべき役割は学校や教育委員会等における学習指導や教
育施策の改善・充実に資する具体的な助言・支援を行うことであるという認識に立
ち，これまで必ずしも十分には行うことができなかった分析に取り組み，学力や学
習状況の改善に関する取組を多面的に考察することをねらいとした。 
その際，教科に関する調査及び質問紙調査結果のデータについて，関連する項目
及び値を詳細に検討し，全国的な傾向や複数年度の傾向を確認した。その結果，以
下に述べる三つの視点が浮かび上がってきた。 
そして，そうした視点も踏まえ，一定の基準を設けた上で「成果を上げている学
校」を特定し，学校等への訪問調査を行うことで，学習指導等の改善・充実に関す
る取組の実態を明らかにすることを目指した。 
 
【第１の視点：学校自身の取組によって成果の上がった学校を選定する】 
学校の教育活動そのものが全国調査の結果につながった事例を取り上げるために
は，家庭の社会経済的な状況や外部の教育機会の影響を可能な限り排除することが
望ましい。 
このため，学校質問紙及び児童生徒質問紙項目を用いて，「就学援助率」や「通
塾率」に注目することとし，就学援助率が一定程度高い学校や，通塾率が低い学校
において成果を上げている学校を選定することとした。 
就学援助率や通塾率の数値から家庭の社会経済的な状況や外部の教育機会の状況
を推測することには一定の限界もあるが，地域の状況を相対的にみる上では有効で
あると考え，指標に用いることとした。 
① 就学援助率の高い学校 
全国調査の学校質問紙調査項目では，就学援助を受けている児童生徒の割合（就
学援助率）を，「在席していない／５％未満／５％以上１０％未満／ 
１０％以上２０％未満／２０％以上３０％未満／３０％以上５０％未満／５０％
以上」の七つに区分している。このうち，就学援助率が５０％以上の学校数は小
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学校で４４９校（全国の２.３％。以下同様），中学校で２４４校（２.５％）と少
ないことから，就学援助率が３０％以上である学校に注目することとした（小学
校：１,８２６校（９.４％），中学校：１,０８１校（１０.９％））。これまでの
調査結果から，就学援助率が高い学校ほど教科の正答率が低い傾向にはあるもの
の，就学援助率が高い中でも学習指導の充実を図っている学校においては正答率
が高くなっている結果も見られており，後述の視点と併せて，学校の取組が成果
につながっている状況を詳細に分析していくことができると考えている。 
② 通塾率の低い学校 
全国調査の児童生徒質問紙調査項目では，毎年，通塾の有無等についての項目
を設けており（「学習塾(家庭教師を含む)で勉強していますか」），選択肢とし
ては「１ 学習塾に通っていない」「２ 学校の勉強より進んだ内容や，難しい
内容を勉強している」「３ 学校の勉強でよく分からなかった内容を勉強してい
る」「４ ２，３の両方の内容を勉強している」「５ ２，３の内容のどちらと
もいえない」の五つを設けている。 
学校外の教育機会については多様なものが想定されるが，本研究では，過去の
関連する研究等での状況を踏まえ，通塾率を，「１ 学習塾に通っていない」の
割合を１００％と差引することで定義することとした。平成２８年度調査におい
ては，通塾率の全国平均値は小学校で４６.５％，中学校で６０.８％，２７年度に
おいては，小学校で４７.７％，中学校で６０.８％と，ほぼ一定の値である。本研
究では，一つの目安として，通塾率３０％未満の学校を選定することとした。 
 
 また，全国調査における「成果」については，これまでの研究所における研究も
含め，各種研究においては，学校や教育委員会全体の正答率に着目した分析が行わ
れてきたところであるが，学力の「底上げ」の重要性も指摘される中で，本研究で
は，学力の分布に着目することとし，いわゆる学力層にも注目することとした。 
③ Ｃ層・Ｄ層の割合が少ない学校 
全国調査では，児童生徒を正答数の多い順に整列させ，人数比率によりおおよ
そ２５％刻みで四つの学力層分け（四分位。正答率の高い方から順にＡ層～Ｄ層
と呼ぶ）を行っている。この中でＣ層・Ｄ層が減少することからは，学校におけ
る学力向上及び学習状況の改善の取組が学校全体に浸透していることが推測でき
る。その際，上記の就学援助率や通塾率を併せて考慮することにより，相対的に
学力の下位層が多くなる傾向にあると推測できる就学援助率が高い学校，あるい
は通塾率が低い学校においても，Ｃ層やＤ層の割合が低い学校に注目することに
より，学校自身の取組が一定の成果を上げていると言うことが可能であると考え
た。 
 
【第２の視点：各教科で継続的に見られる課題を解決してきた学校を選定する】 
これまでの全国調査においては，国立教育政策研究所が毎年度作成する解説資料，
報告書及び授業アイディア例等により，個々の問題に注目した学習指導の改善・充実
のためのポイント等を示してきたが，依然として課題の見られるものは少なくない。
例えば，教科を通じて見られるものとして「適切な根拠に基づいて説明する」こと等
が挙げられるとともに，教科における課題の例として，小学校算数の「割合に関する
理解」等が挙げられる。全国調査の趣旨及び問題設計の最大の特徴が，個々の問題に
着目した学習指導の改善・充実を図ることにある中で，こうした継続的に見られる課
題の改善をより一層進めていくためには，教科や領域ごとの正答率ではなく，個々の
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問題の正答率に着目することが極めて重要である。したがって，上記の課題に関連す
る問題について，学校としての正答率が高い学校に注目し，そうした学校が課題の克
服のために行っている取組を明らかにすることは，重要な示唆が得られると考えた。 
 
【第３の視点：児童生徒の学習等への意識に関する質問紙調査項目に注目する】 
① 児童生徒質問紙項目を取り上げる意義 
全国調査は，児童生徒の学力のみならず，学習状況についても調査を行い，学習
指導や教育施策の改善・充実を図ることを趣旨としている中で，調査結果の分析に
ついて，教科に関する調査結果のみに着目するのではなく，質問紙調査の結果から
児童生徒の状況を把握することが重要である。その際，特に児童生徒質問紙の回答
状況に注目することで，教員の指導上の意図がどのように児童生徒に受け止められ
ているか，日常の教員と児童生徒との間にどのような関係が構築されているかを見
ていくことで，今後の指導のあり方への示唆を得ることができると考える。 
加えて，我が国の子供たちの状況について，諸外国と比較して自己肯定感が低い
ことが指摘されており，政府の教育再生実行会議においても議論がなされている。
児童生徒が自分や相手を尊重しながら他者と協同して，様々な可能性に挑戦できる
ような学校の雰囲気作りは，学力や学習状況の改善にも少なからず良い影響を与え
ることが推測されることから，自己肯定感に関する項目を取り上げ，学校の取組の
特徴を明らかにしていくこととした。 
  
② ４件法の選択肢における，「強い肯定」の回答割合への注目 
一般的に，４件法の質問紙調査項目を用いた分析では，肯定的回答の選択肢ある
いは否定的回答の選択肢への回答割合をそれぞれまとめ，他の変数との関係を分析
するケースが多く見られるところであり，これまでの全国調査に係る集計・分析に
おいても，基本的には同様に行われてきた。 
他方で，学校としての取組の成果が表れ，児童生徒に浸透しているかどうかを把
握するに当たっては，児童生徒が教員の指導を意識的に受け止め，実行しているか
どうかを把握する必要があり，そのことは，質問紙調査の結果上，単に肯定的な回
答割合ではなく，「強い肯定」の回答割合が高いことになって現れるものと考えら
れる。特に，質問紙調査全体を通じて比較的肯定的な回答割合が高い全国調査にお
いては，強い肯定の割合へ注目することが有効と考えられる。 
 
以上が，複数年度の調査結果を俯瞰することで得られた考察である。次節では，
これに基づき，実際の訪問調査校を選定し，訪問調査を行った結果について述べて
いくこととする。 
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第２節 学校や教育委員会の取組に関する事例研究（訪問調査） 
第１項 訪問調査対象校の選定 
 
 第１節で得られた考察に基づいて訪問調査対象校の選定を行う前提として，調査
結果の安定性を一定程度考慮するとともに，過去の研究所及び研究所外の関連研究
を踏まえた新たな知見の提示を目指す観点から，以下の点について考慮することと
した。 
 
①一定の選抜が課される学校を除くこと 
国立大学法人の附属学校や，公立の中等教育学校，義務教育学校や私立学校等，
入学に当たり一定の選抜が課される学校については，在籍する児童生徒の学力等の
状況が全国的な状況よりも高いことが推測される。全国の学校及び教育委員会にお
ける学習指導の改善・充実の取組に広く資する示唆を得る観点から，当該学校につ
いては対象から除くこととした。 
 
②調査対象児童生徒が４０名以上の学校の中から選定すること 
教科に関する調査の正答率や質問紙調査項目の回答割合が高い学校を選定する
際，児童生徒数の少ない学校は値の変動が大きく，分析には制約が生じる。また，
特に小学校においては，１学年１学級の学校の場合に，学級担任の取組による変動
が大きいケースが考えられ，学校全体の取組として評価することが適当でない場合
が想定される。したがって，現行制度において２学級が編制される基準となる１学
年４０名以上が在籍（※全国調査の対象児童生徒数に基づいて判断。実際の在籍者
数は調査対象児童生徒数よりも多い可能性がある。）している学校を対象とするこ
ととした。 
 
③過去の関連研究で多く取り上げられている都道府県を除くこと 
第１章第３節においてその一部に言及したが，過去，文部科学省の委託研究にお
いては，全国調査で継続的に正答率が高かった秋田県及び福井県の取組について一
定の分析が行われているほか，各種研究でも両県をはじめとして様々な取組が取り
上げられている。したがって，両県の学校については，それら各種の研究に譲り，
今回の訪問調査対象からは除くこととした。 
 
 
第２項 訪問調査の設計及び実施 
１ 平成２７年度における事前調査 
（１）対象校の選定 
 平成２７年度の調査については，２８年度に本格的に行う調査の準備段階とし
て，学校選定の視点及び手順，学校訪問の際の調査事項等を整理することを目指し
ながら実施した。前述の第１項で整理した視点のうち，第１の視点を踏まえ，就学
援助率，通塾率及びＣ・Ｄ層の割合に注目して学校選定を行うとともに，第２の視
点を踏まえ，小学校国語の「引用」の理解及び小学校算数の「割合」の理解に関す
る個別の設問の正答率に注目し，学校選定を行った。なお，第３の視点について
は，第１及び第２の視点に基づいて訪問調査対象校を選定したのち，特に教科の学
習活動に関すると思われる児童生徒質問紙調査項目の回答を確認した（後述（２）
参照）。なお，訪問校は８校（小：５，中：３）とした。また，選定した小学校２
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校（Ｄ小学校及びＥ小学校）は結果として同一設置者の学校となったことから，設
置者の教育委員会へも訪問し，学校への支援策等についても調査することとした。 
 
【訪問調査対象校一覧】 
①就学援助率が高い（３０％以上）状況で成果を上げた学校 
 学校 調査対象 
児童生徒数 
学力や学習状況等のデータ 備考 
小学校 Ａ小学校 ９８名 ・Ｈ２７国語Ａ:Ｃ・Ｄ層の割合１７.７％ 
（Ｄ層：６.１％） 
・Ｈ２７算数Ａ:Ｃ・Ｄ層の割合２３.５％ 
（Ｄ層：７.１％） 
 
 
Ｂ小学校 ５６名 ・Ｈ２７国語Ａ:Ｃ・Ｄ層の割合１６.１％ 
・Ｈ２７算数Ａ:Ｃ・Ｄ層の割合２５.０％ 
          （Ｄ層：１.８％） 
 
中学校 Ａ中学校 ４０名 ・Ｈ２７国語・数学Ａの正答率が極めて高い 就学援助率 
：５０％以上 
 
②通塾率が低い学校の中で，特に成果を上げた学校 
 学校 調査対象 
児童生徒数 
学力や学習状況等のデータ 備考 
中学校 Ｂ中学校 ４８名 ・通塾率：１８.７％（全国平均：６０.９％） 
・Ｈ２７国語Ａ正答率：８４.１％（全国平均：
７６.２％） 
 
Ｃ中学校 ４３名 ・通塾率：２７.９％（全国平均：６０.９％） 
・Ｈ２７数学Ａ正答率：７１.８％（全国平均：
６５.０％） 
 
 
③小学校における教科の課題について改善が図られた学校 
 学校 調査対象 
児童生徒数 
学力や学習状況等のデータ 備考 
引用に関
する理解 
Ｃ小学校 ５７名 ・Ｈ２７国語Ｂ１(３)正答率：５６.１％
（全国平均：３４.９％） 
・Ｈ２６国語Ｂ１(３)正答率：１５.２％
（全国平均：２８.４％） 
 
割合に関
する理解 
Ｄ小学校 １０３名 ・Ｈ２７算数Ｂ２(２)正答率：７２.８％
（全国平均：１３.４％） 
Ｄ・Ｅ小学
校は同一の
設置者 Ｅ小学校 ６３名 ・Ｈ２７算数Ｂ２(２)正答率：６６.７％
（全国平均：１３.４％） 
 
 
（２）調査に際しての準備 
 選定を行った訪問調査対象校ごとに，基礎データとして，調査開始時（平成１９
年度）からの教科ごとの正答率，Ｃ・Ｄ層の割合，就学援助率，通学率等を整理
し，この１０年間の推移を確認することとした。特に，ある時点から上昇が見られ
る場合などについては，学校訪問の際，その背景及び取組について確認することと
した。 
 加えて，第１項において述べた第３の視点に関連し，訪問調査対象校における児
童生徒質問紙の回答状況を確認した。具体的には，教科に関する調査結果と一定の
関係があると推測される以下の項目である。 
 
 
- 25 - 
 
【確認を行った児童生徒質問紙項目】（項目番号は平成２７年度調査のもの） 
① 学習・読書時間等 
＜質問紙Ｑ１４＞  
「学校の授業時間以外に，普段（月～金曜日），１日当たりどれくらいの時間，勉強をしますか。（学習塾で
勉強している時間や家庭教師に教わっている時間も含む）」 
＜質問紙Ｑ１５＞ 
「土曜日や日曜日など学校が休みの日に，１日当たりどれくらいの時間，勉強をしますか。（学習塾で勉強し
ている時間や家庭教師に教わっている時間も含む）」 
＜質問紙Ｑ１７＞ 
「学校の授業時間以外に，普段（月～金曜日），１日当たりどれくらいの時間，読書をしますか。（教科書や
参考書，漫画や雑誌は除く）」 
＜質問紙Ｑ１８＞ 
「昼休みや放課後，学校が休みの日に，本（教科書や参考書，漫画や雑誌は除く）を読んだり，借りたりする
ために，学校図書館や地域の図書館にどれくらい行きますか。」 
 
② 書くこと・話すことへの意識 
＜質問紙Ｑ５７＞ 
「４００字詰め原稿用紙２～３枚の感想文や説明文を書くことは難しいと思いますか。」 
＜質問紙Ｑ５８＞ 
「学校の授業などで，自分の考えを他の人に説明したり，文章に書いたりすることは難しいと思いますか。」 
＜質問紙Ｑ５９＞ 
「学級の友達（生徒）の間で話し合う活動を通じて，自分の考えを深めたり，広げたりできていると思います
か。」 
＜質問紙Ｑ６０＞「授業の中で分からないことがあったら，どうすることが多いですか。 
 
③ 国語の学習に関する意識 
＜質問紙Ｑ６６＞ 
「国語の授業で目的に応じて資料を読み，自分の考えを話したり，書いたりしていますか。」 
＜質問紙Ｑ６７＞ 
「国語の授業で意見などを発表するとき，うまく伝わるように話の組み立てを工夫していますか。」 
＜質問紙Ｑ６８＞ 
「国語の授業で自分の考えを書くとき，考えの理由が分かるように気を付けて書いていますか。」 
＜質問紙Ｑ６９＞「国語の授業で文章を読むとき，段落や話のまとまりごとに内容を理解しながら読んでいま
すか。」 
 
④ 算数・数学の学習に関する意識 
＜質問紙Ｑ７４＞ 
小学校「算数の授業で新しい問題に出合ったとき，それを解いてみたいと思いますか。」 
中学校「数学ができるようになりたいと思いますか。」 
＜質問紙Ｑ７５＞ 
「算数（数学）の問題の解き方が分からないときは，諦めずにいろいろな方法を考えますか。」 
＜質問紙Ｑ７６＞ 
「算数（数学）の授業で学習したことを普段の生活の中で活用できないか考えますか。」 
＜質問紙Ｑ７８＞ 
「算数（数学）の授業で問題を解くとき，もっと簡単に解く方法がないか考えますか。」 
 
 調査の結果については，次に述べる平成２８年度調査の結果と併せて，次項にお
いて総括的に述べることとする。 
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２ 平成２８年度における訪問調査 
（１）対象校の選定 
 平成２７年度の調査の実施を通じて，以下の課題が見られた。 
 第一に，通塾率については，通塾率の低い学校の多くは人口が少ない地域の学校
で，かつ特定の都道府県に偏る傾向にあることから，通塾率を指標として挙げた趣
旨に合致しないと考えられる。したがって，通塾率を一義的に指標として用いるこ
とは避けることが適当であると考えた。 
 第二に，教科の課題について，国語について「引用」に関する問題を取り上げて
学校を選定したものの，訪問調査の結果からは，「引用」に特化した指導の改善を
図っている実態は確認できなかった。したがって，国語に関しては，取り上げるべ
き課題を再考する必要が生じた。 
 なお，２７年度の調査は２８年度の調査の事前調査としての側面もあり，所内の
体制等を踏まえ，訪問校数が８校（小学校：５校，中学校：３校）に限られたこと
や，学校が所在する地域が結果的に偏ったことも課題となった。 
 以上に述べた課題を踏まえつつ，引き続き各種調査結果データの分析を進め，２
８年度における訪問調査対象校を以下の観点から選定することとした。 
 
① 就学援助率が高い（３０％以上）中で成果を上げている学校 
 ２７年度の調査と同様，学校質問紙調査の結果に基づいて就学援助率のデータを
確認した上で，就学援助率が３０％以上の学校において教科の正答率が高い学校を
抽出することした。 
 
② 各教科で継続的に見られる課題に改善が見られた学校 
２７年度の調査では小学校における課題のみを取り上げたが，訪問調査を通じ，
本視点による分析の意義が認められたことから，さらに分析を深めるとともに，中
学校へも対象を広げて行うこととした。 
各教科において取り上げる課題については，小学校国語は，２７年度調査での課
題（前述（１））を踏まえ，「引用」から少し視点を広げ，これまでの全国調査に
おいても課題として指摘してきた「根拠を明確にして自分の考えを書く」ことを取
り上げることとした。また，小学校算数については，２７年度と同じく，継続的に
課題として指摘している「割合」を取り上げることとした。 
中学校国語については，小学校と同様「根拠を明確にして自分の考えを書く」こ
とを取り上げ，中学校数学については，「証明の必要性と意味」及び「資料の傾向
を捉え，判断の理由を数学的に説明する」ことを取り上げることとした。中学校の
両教科の課題も，これまでの全国調査において継続的に課題として指摘したもので
ある。 
【取り上げた問題】 
・小学校国語 Ｂ２二（１）〔グラフを基に自分の考えを書く〕 
・小学校算数 Ａ９（２）〔割合：基準量と比較量の関係を表す〕 
・中学校国語 Ｂ１三〔文章の表現や構成について，根拠を明確にして自分の考え
を書く〕 
・中学校数学 Ａ８〔証明の必要性と意味を捉える〕 
・中学校数学 Ｂ５（１）〔資料の傾向を捉え，判断の理由を数学的に説明する〕 
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③ 児童生徒質問紙調査の回答状況に特徴が見られる学校 
児童生徒質問紙調査結果の活用については，２７年度の訪問調査では，教科に関
する調査の結果に基づいて学校を選定したのち，事後的に質問紙の回答状況を確認
していたが，２８年度の調査では，学校の学習状況の改善に向けた取組の成果を明
らかにし，示唆を得るため，適切と思われる複数の質問項目を検討し，「強い肯
定」の割合に注目して学校の選定に用いることとした。その上で，教科に関する正
答率を確認し，対象校を絞り込むこととした。 
多くの質問項目の中で，教員の指導に対する児童生徒の受け止めに関する質問項
目や，教員と児童生徒との良好な関係に関する質問項目を取り上げることとし，併
せて，児童生徒が自分や相手を尊重しながら協同的な学習活動ができる学校の雰囲
気づくりにも関連するものとして，自己肯定感に関する質問項目を取り上げること
とした。 
 
【取り上げた質問項目】 
・ 国語／算数（数学）の授業はよく分かる 
・ 国語の授業で自分の考えを書くとき，考えの理由が分かるように気を付けて書
いている 
・ 数学の授業で公式やきまりを習うとき，その根拠を理解するようにしている 
・ 数学の授業で問題を解くとき，もっと簡単に解く方法がないか考える 
・ 自分には良いところがあると思う 
 
 なお，学校の選定後，教員の指導の姿勢や日常の授業づくりを反映した指標とし
て，以下の質問項目を参考指標として取り上げ，各校の状況を確認することとし
た。 
 
【確認した質問項目】 
・ 先生は，あなたのよいところを認めてくれていると思う 
・ 先生は，授業やテストで間違えたところや，理解していないところについて，
わかるまで教えてくれる 
・ 国語／算数（数学）の授業で学習したことは，将来，社会に出たときに役に立
つ 
 
④ 平成２７年度の訪問調査対象校のうち，追跡調査による示唆が一層期待される
と考えられた学校 
２７年度に訪問調査を行った学校のうち，小学校算数の「割合」の理解に関して
成果が上がっているＢ小学校は，２８年度の全国調査においても引き続き「割合」
に関連した問題の正答率が極めて高かったことから，学校全体としての組織的・継
続的な取組の現状を把握するため，２８年度も訪問調査の対象校として選定した。
また，Ｄ小学校と同じ設置者であるＣ中学校については，２８年度，全国調査の対
象生徒数が４０人を下回ったため，本訪問調査の対象から外れることとなったもの
の，学校としての取組の状況を把握する観点から，併せて訪問することとした。 
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【訪問調査対象校一覧】 
① 就学援助率が高い（３０％以上）状況で成果を上げた学校 
 学校 調査対象 
児童生徒数 
学力や学習状況等のデータ 備考 
小学校 Ｆ小学校 ４１名 ・Ｈ２８国語Ｂの正答率６７.６％ 
（全国平均：５８.０％） 
・Ｈ２８算数Ａの正答率８６.９％ 
（全国平均：７７.８％） 
 
Ｇ小学校 ５４名 ・Ｈ２８国語Ｂの正答率６９.１％ 
（全国平均：５８.０％） 
・Ｈ２８算数Ｂの正答率５３.８％ 
（全国平均：４７.４％） 
 
中学校 Ｄ中学校 ６６名 ・Ｈ２８国語Ｂの正答率７５.６％ 
（全国平均：６７.１％） 
・Ｈ２８数学Ａの正答率７０.６％ 
（全国平均：６２.８％） 
・Ｈ２８数学Ｂの正答率５１.９％ 
（全国平均：４４.８％） 
 
 
② 各教科で継続的に見られる課題について改善が図られた学校 
 学校 調査対象 
児童生徒数 
学力や学習状況等のデータ 備考 
小学校 
根拠を明確に
して自分の考
えを書く 
Ｈ小学校 ５３名 ・Ｈ２８国語Ｂ２一正答率：８１.１％ 
（全国平均：４３.５％） 
 
Ｉ小学校 ５３名 ・Ｈ２８国語Ｂ２二(１)正答率：７８.６％ 
（全国平均：５１.５％） 
 
割合に関する
理解 
Ｈ小学校 ５３名 ・Ｈ２８算数Ａ９(２)正答率：８４.９％ 
（全国平均：５１.２％） 
 
Ｊ小学校 ４８名 ・Ｈ２８算数Ａ９(２)正答率：８３.３％ 
（全国平均：５１.２％） 
・Ｈ２８算数Ａ８正答率：８９.６％ 
（全国平均：７４.５％） 
 
中学校 
根拠を明確に
して自分の考
えを書く 
Ｅ中学校 ８２名 ・Ｈ２８国語Ｂ１三正答率：８７.８％ 
（全国平均：６８.４％） 
 
Ｆ中学校 ５３名 ・Ｈ２８国語Ｂ１三正答率：９０.２％ 
（全国平均：６８.４％） 
就学援助率：
３０％以上 
証明の必要性
と意味の理解 
Ｇ中学校 ８９名 ・Ｈ２８数学Ａ８正答率：８７.６％ 
（全国平均：６２.３％） 
 
資料の傾向を
捉え，判断の
理由を数学的
に説明する 
Ｈ中学校 ６３名 ・Ｈ２８数学Ｂ５(１)正答率：７２.６％ 
（全国平均：４８.１％） 
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③ 児童生徒質問紙調査において好ましい回答状況を示した学校 
 学校 調査対象 
児童生徒数 
学力や学習状況等のデータ 
（回答割合の値は，いずれも強い肯定の選択肢の
回答割合） 
備考 
小学校 Ｋ小学校 ６２名 ・Ｈ２８「国語の授業の内容はよく分かる」 
８０.６％（全国平均：３６.５％） 
〔Ｈ２６：５８.２％ Ｈ２７：５４.８％〕 
・Ｈ２８「算数の授業の内容はよく分かる」 
７７.４％（全国平均：４６.８％） 
〔Ｈ２６：６９.６％ Ｈ２７：６７.９％〕 
・Ｈ２８「自分には良いところがあると思う」 
８０.６％（全国平均：３６.３％） 
〔Ｈ２６：７０.９％ Ｈ２７：６４.３％〕 
 
Ｌ小学校 ４２名 ・Ｈ２８「国語の授業の内容はよく分かる」 
７８.６％（全国平均：３６.５％） 
〔Ｈ２６：２２.８％ Ｈ２７：４６.２％〕 
・Ｈ２８「算数の授業の内容はよく分かる」 
７８.６％（全国平均：４６.８％） 
〔Ｈ２６：５４.４％ Ｈ２７：６６.２％〕） 
 
中学校 Ｉ中学校 ４０名 ・Ｈ２８「国語の授業の内容はよく分かる」 
６７.５％（全国平均：２６.４％） 
〔Ｈ２６：２０.０％ Ｈ２７：３２.１％〕 
 
Ｊ中学校 ５１名 ・Ｈ２８「自分には良いところがあると思う」 
６２.７％（全国平均：２７.５％） 
〔Ｈ２６：２６.７％ Ｈ２７：３１.３％〕 
・Ｈ２８「数学の授業で公式やきまりを習うと
き，そのわけ・根拠を理解するようにしている」 
５６.９％（全国平均：３２.４％） 
〔Ｈ２６：３３.３％ Ｈ２７：２５.０％〕 
 
Ｅ中学校 
【再掲】 
８２名 ・Ｈ２８「国語の授業で自分の考えを書くとき，
考えの理由が分かるように気を付けている」 
５０.０％（全国平均：２３.１％） 
〔Ｈ２６：１５.９％ Ｈ２７：１９.３％〕 
 
Ｆ中学校 
【再掲】 
５１名 ・Ｈ２８「数学の授業で問題を解くとき，もっと
簡単に解く方法がないか考えている」 
６０.８％（全国平均：３５.６％） 
〔Ｈ２６：３９.６％ Ｈ２７：３９.０％〕 
 
 
④ 平成２７年度の訪問調査対象校のうち，追跡調査による示唆が一層期待される
と考えられた学校 
 学校 調査対象 
児童生徒数 
学力や学習状況等のデータ 備考 
小学校 Ｄ小学校 ９０名 ・Ｈ２８算数Ａ９(２) 正答率：
８６.７％ 
（全国平均：５１.２％） 
 
中学校 Ｃ中学校 43 名 ・Ｈ２８数学Ａの正答率７３.
６％ 
（全国平均：６２.８％） 
通塾率：３２.３％ 
他の教科の正答率も
高い（全国平均との
差が拡大） 
 
（２）調査に際しての準備 
平成２７年度の事前調査においては，各学校への訪問の際，学校選定の理由・視
点を事前に伝え，それを踏まえた各校の学力向上や学習状況改善のための取組につ
いて，校長をはじめとした教職員からの聴き取りや，関連する授業を参観すること
とした。その結果，各校が児童生徒等の実態に応じた創意工夫を図っている一方
で，校長等による学校づくりへの認識や，その具体化に向けた取組等については一
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定の共通点も見られた。中には，学校としては意識的に取り組んでいる認識がな
い，当たり前のことをやっている，との認識であっても，学力の向上や学習状況の
改善に重要な役割を果たしていると思われる取組も見受けられた。 
そこで，平成２８年度の調査に当たっては，以下のとおり調査の視点を整理し，
学校訪問に臨むこととした。 
 
【調査の視点】 
１．学力向上に関する取組に着手したきっかけ（背景），その当時の学校の状況
（教員の体制等も含めて） 
２．教職員等の協力による全校体制での取組を進めるための工夫 
  〔視点の例〕教科や学年を超えた取組 
３．取組を徹底するための工夫 
４．学力向上の取組を支える学校づくり 
  （特に，落ち着いて学習に取り組むことができる環境づくり） 
５．学力向上に効果があったと考えている取組 
   ・学習意欲の維持・向上を図るもの 
   ・学習習慣を確立するもの 
   ・学力の底上げを図るもの 
６．教員の指導力向上のための取組 
７．教育委員会の支援（施策） 
  〔例〕研究指定（指定を受けたことをどのように捉え，活用したか） 
８．保護者や地域社会，外部機関との連携 
９．同一校種，異校種との連携 
１０．全国調査等の活用 
 
※ １～４については，各訪問校に共通する調査事項とし，学校が一定期間をかけ
て，意識的に取り組んできたものを中心に確認する。 
※ ５については，様々な取組が行われているものと推測される中，学校として学
力向上や学習状況の改善のために特に重視していると思われる取組を中心に確認
する。 
※ ６～１０については，訪問校の実態に応じて個別に確認する。（全ての学校に
当てはまるとは限らない。） 
 
なお，上記以外でも，聴き取りにおいて特に学校側が強調した内容や授業参観等
を通じての気付きの点等については適宜調査を行うこととした。 
以上に述べた訪問調査に関する設計及び具体的な準備を通じて，本プロジェクト
としては，各学校の実態に迫りながら，限られた調査対象であってもある程度共通
的な取組を浮かび上がらせ，また，地域や児童生徒の家庭の状況等を可能な限り考
慮することで学校（及びその設置者）そのものの取組が学力の向上や学習状況の改
善につながっていることを，その背景や経緯とともに明らかにすることで，全国の
学校や教育委員会の取組に資する知見を明らかにすることを目指したものである。 
 
 
 
 
- 31 - 
 
第３項 事例調査の結果 
＜平成２７年度訪問校＞ 
計８校（うち２校については，平成２８年度も継続して訪問） 
 
① 就学援助率が高い（３０％以上）状況で成果を上げた学校と，その特徴 
≪Ａ小学校≫ 
※高い学力を保持しながら，国語Ａ・算数Ａの低学力層の児童割合を減少させた例
（就学援助率３０％以上） 
◎ 学習の進め方の習得 
ノートの取り方や学習の流れ，聞き方・話し方の基本事項等を校内で共有化し，
繰り返し指導する。これにより，学び合いの雰囲気が醸成されるとともに，学習活
動にスムーズに取り組むことができるようになっている。 
◎ 日々の授業に反映できる校内研究の取組 
平成２３年度から算数を研究教科として取り上げ，学年団を中心に全校体制で実
施している。研究事項は，日々の授業に指導方法として必ず取り入れ，実践を積み
重ねるとともに，毎年度発展させようとしている。 
◎ 保護者との関係を良好に構築するための管理職の配慮 
より良い教育のためには教職員の健康と和が大切という考えの下，保護者対応に
は管理職が必ず加わり，また，医療機関の紹介等学校教育に直接関係しないことも
管理職が対応し，教員が学習指導に集中できるように配慮している。これにより，
助け合い学び合いができる職員室の雰囲気が醸成されるようになり，併せて保護者
との信頼関係も構築できるようになっている。 
 
≪Ｂ小学校≫ 
※国語Ａ・算数Ａの低学力層の児童割合を減少させた例（就学援助率３０％以上） 
◎ Ｓ－Ｐ表(小問別反応表)による「学力ポートフォリオ」研修 
単元テストの結果を毎回Ｓ－Ｐ表にし，全教員で「学力ポートフォリオ」として
共有している。併せて，問題の分析結果と，他学年で関連する指導内容の系統を記
載した資料を基に，「ポートフォリオ研修」を年３回実施している。 
◎ 児童の実態に合わせた個別学習と，適切な評価活動の推進 
下学年の学習内容を含めた習熟度別の個別学習を，長期休暇中も含めて実施して
いる。また，学校独自の「検定」を行い，学力の定着度を常に把握できるようにし
ている。学力の定着を図るとともに，自己肯定感を育んでいる。 
◎ 若手教員が指導力を付けられる指導体制の整備 
経験の少ない教員が担任として適切に指導できるよう，スタンダード（所管の教
育委員会作成。授業の基本的な型を示したもの）に基づく授業の展開を進めてい
る。また，学生ボランティアや退職教員，校長等が補充指導を担当することによっ
て，教員の負担感を軽減させている。 
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≪Ａ中学校≫ 
※国語Ａ・数学Ａの学力を向上させ，全ての教科で初めて全国平均正答率より上回っ
た例（就学援助率５０％以上） 
◎ 少人数指導によるきめ細かい指導と，温かな対応による学習意欲の向上 
加配教員や講師等を活用し，教員が生徒に対し，きめ細かく指導するとともに，
質問しやすい環境を構築し，学習意欲をもたせる取組を行っている。 
◎ 学習習慣を確立するための補充学習の機会確保 
部活動前の自主的な学習の機会として「学習部」を設定したり，「学びフェス
ト」としてあらかじめ学習範囲を決めた定期的な補充学習を放課後に行ったりして
いる。また，確認テストによって自信を付けさせ，勉強を「やり切る」達成感を味
わわせている。 
◎ 校長のリーダーシップに基づく教員の連携体制の整備と連携意識の向上 
担任と複数の副担任の配置による各学年の複数指導体制を整備し，少人数指導に
おける指導者間の情報共有，全教員で行う出身小学校からの提供情報の共有や，年
度当初の校外行事を通じた行動傾向の把握等，管理職を含めた「全教員で全生徒を
見ることのできる」連携体制の整備及び意識を向上させている。 
 
 
② 通塾率が低い学校の中で，特に成果を上げた学校と，その特徴 
≪Ｂ中学校≫ 
※全般的に学力が安定し，特に国語Ａの学力が向上している例（通塾率１８.７％） 
◎ 国語科の学習指導と生徒会活動の連携による話合い活動の充実 
国語科で取り入れたパネルディスカッションが，生徒会活動におけるパネルディ
スカッション等の話合い活動に発展。話し合うことへの意識と方法の全校的な共有
が図られ，話合いを通じた学び合いが，授業をはじめとする各学級単位の諸活動に
おいて機能している。 
◎ 個に応じた数学科の学習指導の工夫と取組 
数学の習熟度別少人数指導において，上位層のクラスでチャレンジ問題を用いて
生徒の興味や意欲を高める取組がなされている。下位層の生徒に対しては，放課後
学習会や取り出し学習を実施し，個に応じた指導の工夫と取組がなされている。
「考えることが好き」な生徒になるよう，教材を吟味するとともに，グループで考
えて進める活動を取り入れてきた。 
◎ 地域性に支えられた学習環境とそれを生かした学習活動の展開 
地域の風土や文化を基盤として，特色ある学校図書館やランチルームを整備。献
立等に関連した学校図書や地域の食材の生産者名が記された献立表を栄養士と司書
が連携して作成するほか，全校生徒と管理職が一緒にとる給食や生徒会のパネル 
ディスカッションなど，ランチルームでの諸活動により学校全体の一体感を形成。
それにも支えられ，校訓の「凡事徹底」の下，「学習の五原則」（あいさつ・聞く
姿勢・チャイム前着席・ハイの返事・忘れ物ゼロ）が日々の学習や清掃活動等で意
識され実行されている。 
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≪Ｃ中学校≫ 
※全般的に学力が安定し，特に数学Ａの学力が向上している例（平成２８も継続） 
（通塾率２７.９％） 
◎ 教科専用教室の設置と活用 
生徒が学年の壁を超えて教科の系統を知ることができたり，教科担任自身が独自
の教科空間を演出できたりするよう，空き教室を活用して国語，数学，英語の専用
教室を設置し，授業を実施している。 
◎ 家庭学習を習慣化させるノートと，確実な評価活動 
有名大学のロゴが入ったノート（通称「ガリガリノート」）を用意し，主に予習
をするための自主学習ノートとして全校生徒が使用している。登校時に，三年生の
係生徒（「ガリガリスタッフ」）が確認し，張り出してある名簿にシールを貼る。
その後，担任によって中身を点検し，アドバイスを書き込む。継続された成果につ
いては，「校長特別賞」等，全校生徒の前で校長が表彰する機会を多く設定してい
る。 
◎ 生徒の自己肯定感・自己有用感を高める様々な仕掛け 
生徒玄関に学校キャラクターのポスターが貼られ，「がんばれ!○（学校名）中学
校」というのぼり旗を設置している。ポスターには，日々生徒同士が見つけた「友
達のよいところ」が，付箋で隙間なく貼られている。「よいところを発見するため
に，私たちは様々な活動をしている」「○中では，後ろ向きの言葉を絶対に発しな
い」など，様々な場で，校長が教員に言葉を投げかけている。 
 
 
③ 小学校における教科の課題について改善が図られた学校と，その特徴 
≪Ｃ小学校≫ 
※国語の「引用」問題において顕著な成果を上げている例 
◎ 目指す児童の姿を限定し，年度ごとに授業改善の柱を設定 
目指す児童の姿を「伝え合う子供の姿」と設定し，それを実現するために平成 
２６年度は「聴くこと」，平成２７年度は「話すこと」を授業改善の柱とした。 
◎ 『学習のポイント』を重視した国語の指導 
「主語と述語の関係を捉えること」や，「自分の考えの根拠を説明すること」な
ど，『学習のポイント』を設定し，あらゆる単元で繰り返し指導した。 
◎ 全国的な教育動向等を積極的に発信する学校経営 
教員の意思統一や認識共有を図るため，校長が月１回以上『校長室だより』を発
行し，研修会等で聞いてきた話を掲載するなど，常に情報を収集し，自校の活動に
積極的に取り入れようとしている。 
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≪Ｄ小学校≫ 
※算数の「割合」問題において顕著な成果を上げている例（平成２８も継続） 
◎ 割合に関係する言葉や数直線図等で，常に２量の関係を意識させる指導 
中学年時から計画的に，割合に関する問題において，２量の関係を数直線図や線
分図で置き換えたり，それらの図から２量の関係を式に置き換えたりする指導を徹
底する。また，授業の中で「これらの分数の中で割合はどれか」とか「何を，１と
みているのか」など，割合と量の違いや，基準量と比較量を意識させる発問を日常
的に行っている。 
◎ 全ての学級で揃っている授業の学習過程 
「構え→つかむ→考える→学び合う→活用する」という五つの授業過程を踏む
「○（学校名）小学校・授業モデル」を決め，徹底させる。また，「大きな声（響
く声）」という態度的な目当ても設定し，全校群読等によって継続的に鍛えてい
る。 
◎ 学習スキルの習得による「学び合う」授業の推進 
どの児童も考えたくなる課題を提示し，まずは何らかの考えを表現させる。次
に，話す際は，根拠（文・絵・図・表・実物）を指し示しながら短く説明させた
り，相手に「ここまでいいですか」と確認させたりする。一方，聞き手には「なる
ほど」「うんうん」など，反応しながら聞くことを推奨し，学びを深めるようにし
ている。 
 
≪Ｅ小学校≫ 
※国語の「引用」算数の「割合」問題において顕著な成果を上げている例 
◎ 「可視化」の学習活動と，日々の「活用」 
『国語科のミニマムアイテム』の一つとして設定している，文章中のキーワード
やキーセンテンス等を丸で囲ませたり線を引かせたりする学習活動を実施してい
る。指導後は，囲んだり引いたりした理由や根拠を書かせ，交流させる。児童に
は，「活用する」という言葉を「表現のよいところを真似して使うこと」と指導
し，日常の学習活動でも「活用してもいいですか」という言葉を使用させている。 
◎ 数直線図や関係図，問題文，式の三つの統合を促す指導 
中学年時から，『算数科のミニマムアイテム』の一つとして設定している，問題
の文脈に沿って，正しく数直線図や関係図をかく学習活動の実施をしている。指導
後は，それらのアイテムを日常的な場面でよく使われる事例を基に，すぐに反応で
きるようになるまで繰り返し使わせている。 
◎ 学力向上会議の開催と，学力向上計画の策定 
全国調査等，児童が解く調査問題を必ず全教員で解いたうえで，自校の誤答分析
を行い授業での共通実践事項を把握する「学力向上会議」を，年間に３回開催して
いる。また，学年別や月別に最低限取り組むべき学習内容を決めた「学力向上計
画」に基づいて，ＰＤＣＡサイクルに基づき改善を進めている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
- 35 - 
 
＜平成２８年度訪問校＞ 
 計１６校（うち２校については，平成２７年度に継続して訪問） 
 
① 就学援助率が高い（３０％以上）状況で成果を上げた学校と，その特徴 
≪Ｆ小学校≫ 
※就学援助率３０％以上のうち，国語Ｂ，算数Ａの平均正答率が高い例 
◎ 学力調査のきめ細かい分析と，具体的な改善目標 
 全国調査の結果が戻ってきたら，管理職が中心となって分析をし，冊子にする。
冊子の冒頭には，「本校の概要」「今回の調査における課題」「改善の方向」等，
次につながる方策が具体的に表現されている。また，「学校改善プラン」を策定
し，学力面では「下位層の割合を２５％以下にする」など，具体的に検証できる数
値目標を掲げている。 
◎ 学習規律と生活規律の徹底 
どの教室にも，「聞き方」「話し方」「書き方」など，みんなで取り組んでいく
べき事項を常に掲示し，学習の際に徹底して指導している。 
◎ きめ細かい学習サポート体制 
学習サポーター１名（元校長）のほかに，自治体独自の補助員が２名おり，主に
少人数指導を担当している。場合によっては，一時間の授業で大人が４人いること
もあるなど，手厚い指導が行われている。 
 
≪Ｇ小学校≫ 
※就学援助率３０％以上のうち，国語Ｂ，算数Ｂの平均正答率が高い例 
◎ 「そろえる指導」，「つなげる指導」の確立：Ｇ小学習スタンダード 
担任が替わっても指導内容が変わらず（そろえる），かつ，低学年の学習内容の
指導し直しが最小限になるよう（つなげる），学習内容や学習規律に関する指導内
容を明文化した「スタンダード」を確立し，「Ｇ小の児童として６年間一貫して育
てる」ための教員の共通理解の醸成を図っている。 
◎ 家庭の協力を得ながら行う生活習慣の改善 
起床・就寝時刻，朝食，勉強時間，テレビ・ゲームの時間について，学期に一度
振り返りを行う機会を設けている。その際，児童のみならず，保護者自身の生活に
ついても振り返りを求め，全校の状況を学校だよりでフィードバックし，家庭と学
校とが連携して改善が図られるようにしている。 
◎ 中学校区内や家庭との連携も図りながら行う家庭学習の定着 
 小学校での「６年間を一貫」して，「自ら」学習に取り組む態度を育成するた
め，「家庭学習ノート」の取組を行っている。家庭学習への取り組み方を「家庭学
習のススメ」として児童や保護者に対して示すとともに，児童が作成したノートを
校長室前に陳列することによって，児童が友人や上級生のノートを見て自身の参考
としたり，来訪する保護者に対する啓発に活用されたりしている。 
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≪Ｆ中学校≫ 
※就学援助率３０％以上のうち，どの教科も平均正答率が高く，数学の質問紙「数
学の授業で問題を解くとき，もっと簡単に解く方法がないか考える」に「当てはま
る」と解答した生徒の割合が高い例 
◎ 「シラバス」の作成 
 授業に対する取組やポイント，ノートの取り方，定期考査に向けての取組，家庭
学習のポイント，先輩たちの勉強方法などをまとめて「シラバス」を作成し，全生
徒に配布している。 
◎ 総合的な学習の時間を活用した，学習意欲の向上 
 総合的な学習の時間を「○（学校名）学」と位置付け，学校独自の協同学習・探求
学習に取り組んでいる。全生徒が興味・関心に基づいてテーマを設定し，異学年同士
の「縦割り」チームで活動する。一人の教員が３チームを受け持ち，週１時間・通年
で研究活動に取り組む。教員自身は，「教えようという気持ちを捨てる」構えで，生
徒とともに学ぶ姿勢を貫いている。 
◎ 自己ＰＲ面接 
 校長が朝の時間・昼休み・放課後の時間を活用して，全生徒を対象に，年に１回の
面談を行う。事前にＡ４一枚の「面接カード」を記入させておき，校長室で，カード
の内容などについて語らせたり，対話したりする。 
 
≪Ｄ中学校≫ 
※就学援助率３０％以上のうち，国語Ａをのぞく教科の平均正答率が高い例 
◎ 「話合いたい」気持ちを大事にした国語授業 
   生徒に与える教材文の「状況を読む」ことを重視し，部分から全体構成を考えた
り，漢字の意味から自分なりの解釈を交流させたりする。授業中に何かを教え込も
うという姿勢ではなく，発問をした後，対話をしながら生徒が発言したくなるのを
待つようにする。 
◎ 「国語便覧」の活用と，演劇活動の重視 
  国語授業を支える環境して，生徒一人一人に持たせている「国語便覧」を最大限
に活用している。例えば，古文を学習した際には，「国語便覧」に載っている百人
一首を発展的に扱い，ゲーム等をしながら楽しみながら学ぶ環境を作っている。
「国語便覧」に掲載された深い学習内容から，興味関心を強く持たせていく取組を
している。 
◎ 「学力向上推進リーダー」を中核とした「ユニット型授業研究」 
 本自治体には，「学力向上推進リーダー」と呼ばれる者が，各市町村に小中学校
一人ずつ配置されている。本中学校では，別教科の数人と，２週間に一回程度定期
的に来校する「学力向上推進リーダー」だけによる「ユニット型授業研究」が行わ
れ，一人一人の教員の力を高めている。 
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② 各教科で継続的に見られる課題について改善が図られた学校と，その特徴 
≪Ｈ小学校≫ 
※根拠を示して記述する国語の問題や，算数の「割合」関連問題において，高い正
答率をあげ，低学力層の児童割合も減少させた例 
◎ 定期的な「傾聴作文」と，きめ細かな評価活動 
校長が定期的に校内放送で数分間の話をする。全校児童は，その話を教室で聞
き，その要旨や自分なりの感想をまとめ記述する。それらには校長が全て目を通
し，助言，励ましの言葉を書き込み，返却する。さらには，よい文章については表
彰をしたり，よい文章を貼り出したりする。日常的に書く機会を確保する取組とし
て，学力の向上にも資するものとなっている。 
◎ 数直線図を活用した系統的な算数の指導 
算数の割合の学習をはじめとして，算数に必要な図表現を系統的に指導する。担
任自身も，それができるようになるための研修会を４月当初に行い，まずは教員が
図を使うよさを感得するようにする。 
◎ 若手教員へのきめ細かな指導 
本小学校は若手教員が多く，授業をはじめとして様々な学級経営で悩みを抱える
ことが多い。そこで，当該校で退職した教員を再任用し，実際に授業を見せてよい
授業のイメージを持たせる。 
 
≪Ｊ小学校≫ 
※算数の「割合」関連問題において高い正答率をあげ，併せて国語Ｂで低学力層の
児童割合も減少させた例 
◎ 読書環境の充実 
本小学校には，二つの図書館がある。一つは物語等の読み物だけが置かれた『お
はなしの部屋』，もう一つが調べ学習で用いる図鑑等だけが置かれた『はかせの部
屋』である。また，専任の司書が配置されていないため，図書館環境を充実させる
ために，土曜日等を開放し保護者や近くの専門学校生に，内部の飾り付けや本の整
理等をしてもらっている。さらには，有名な絵本作家を定期的に招き，講演会を開
催している。 
◎ 『学習の約束』の全校掲示 
全ての教室に，『学習の約束』コーナーがあり，四つの掲示物が貼られている。
「よいあいさつ」「よい聞き方」「手のあげ方」「声のものさし」である。これら
を授業の中で常に確認し，全校でそろえようと努力している。特に「よい聞き方」
では，「相手を見て」「うなずきながら」「おわりまで，だまって」と，具体的な
姿を推奨している。 
◎ 学力が低い児童への教育補助員制度 
本自治体では，特別支援の介助員のほか，各校に「教育補助員」が配置されてい
る。本小学校では，毎年学校で行う標準学力調査において，全国の偏差値が４０未
満の児童を「気になる児童」と捉え，算数の授業で教育補助員がサポートする。担
任と教育補助員が綿密な連携をとりながら，徹底して児童のつまずきに寄り添って
いる。 
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≪Ｉ小学校≫ 
※根拠を示して記述する国語の問題において，高い正答率をあげた例 
◎ 重点目標に関連した児童の姿を見届けて評価 
知・徳・体を表現した学校教育目標「か（考え）が（頑張り）や（優しく）き
（協力）生き抜く」を基に，四つの重点「あいさつ」「掃除」「話す・聞く」「整
理・整頓」を設定し，教員による見届けと価値付けを重視している。校長自ら授業
を参観するなどして児童の良さを見出し，表彰状を渡している。これらの評価の取
組が児童の学習規範の形成の基盤になっている。 
◎ 説明や交流の場の設定と工夫 
各クラスに話型の掲示があり，それらの話型を子供がアレンジして話すことで，
子供が自信をもって発言できるようになっている。授業中の考えや意見の交流を経
て，子供は自分の最初の考えを変容させる，という流れや，共感的に話を聞く，と
いうことを重視している。また，「目標を持つ→やりきる→話しきる→自信を持
つ」というサイクルを大切にしている。 
◎ 複数の資料を比較・検討する学習場面の工夫 
一つの事象・資料だけでなく，複数の事象・資料を比較・検討する学習活動をい
ろいろな教科で大切にしている。そうした過程を経て自分の考えを明確にできるよ
うな工夫がなされている。 
 
≪Ｇ中学校≫ 
※数学の「証明の必要性と意味」に関する問題において，高い正答率をあげている例 
◎ 自分の考えを整理し，周囲と共有する授業展開と単元ごとの学習内容の振り返り 
教員の前向きな声掛けや教室内の意図的な座席配置なども含め，授業内で，自分
の考えを整理して書いたり，周囲と気軽に教え合ったりできる雰囲気を醸成してい
る。また，単元終了時に，生徒が個々の学習内容の理解について自己評価を行って
おり，基礎的な概念も含めて，知識・理解を確かめる機会となっている。 
◎ 定期テストや全国調査の振り返りと指導改善への反映 
 定期テスト後には，教員が資料を作成しながら丁寧な解答の解説を行うととも
に，生徒に対して間違えた問題の分析をまとめ，レポートとして提出させることで
振り返りを促している。また，新入生に対して行う小学校の復習テストの結果に基
づいた低学力層への早期からの個別支援や，全国調査の意義を校内共有した上で，
校長をはじめとして自校採点を行い，早期の指導改善に生かしている。 
◎ 校長のリーダーシップの下，教員同士が授業を見合い，高め合う風土の醸成 
 「一人一授業公開」としてお互いの授業を見合い，校長が全ての教員の授業に対
してＡ４一枚の短信を配布し，学習指導要領解説を踏まえながら実践を励ますコメ
ントを記載することで，ほかの教員も含めた授業改善を促すとともに，校長自身が
道徳の授業を行うなど，全校で授業改善を進める雰囲気を醸成している。 
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≪Ｈ中学校≫ 
※数学の「資料の傾向を捉え，判断の理由を説明する」記述式問題において高い正
答率をあげ，さらにどの教科においても低学力層の生徒の割合が減少している例 
◎ 数学科教員のチームワークに基づく「ぐるぐる」の授業展開の追求 
４人の教員が，担当する学級以外の授業にも積極的に参加して生徒の支援を行い
ながら，「課題の発見→情報の収集→整理・分析→まとめ・創造・実行→振り返り
（数学の有用性の発見）→別の課題の発見」というスパイラルな授業展開（「ぐる
ぐる」）のイメージを追求する。課題としては，たとえば「世界の人口は２０５０
年に何人になるか」など，生徒に身近で，かつ未知のものを取り上げ，生徒が「わ
からない」「解決したい」と思わせるものを取り上げる。 
◎ 生徒自身の言葉で説明させ，「わかったふり」をさせない個別・補充学習指導 
毎学期設けられる個別・補充学習指導の機会には，特定の学年を対象に，管理職
も含めた全教員で担当生徒を割り振り，集中的に指導する。「ここまではわかるけ
ど，ここからはわからない」と生徒自身で説明させることで，自らの理解の現状と
課題を認識させ，一つ一つ克服することで意欲と自信を付ける。授業中も，自身の
言葉でわかるところまで説明させ，フォローし合う雰囲気を作っている。 
◎ 全教員が連携しながら，生徒の学びの成果を見える化 
教員が自作した「絶対にできてほしい＝少し頑張れば合格する」問題による「○
（学校名）中検定」（校内検定）の合格や，１日１ページを課す家庭学習ノートに
対する教員のコメント（ときには部活動顧問や管理職も），良いノートや各種作品
の校内掲示（必ず教員が，何がよかったのかをコメントする）など，様々な機会を
通じて生徒の努力の成果を認め，見えるように返している。 
 
≪Ｅ中学校≫ 
※国語の「文章の構成や表現の仕方について，根拠を明確にして自分の考えを具体
的に書く」記述式問題で高い正答率をあげ，さらに，生徒質問紙「考えの理由が分
かるように気を付けて書いている」について，肯定的な回答割合が高い例 
◎ 授業研究のねらいの明確化と，授業参観ミニカード 
 授業研究の際の視点として，以下の五つのポイントを基に，カードを使いながら
協議する。その後，「学んだこと」「今後の授業で生かしたいこと」の二つの観点
から個々に成果をまとめる。 
・本時の目標を生徒は達成することができていたか。 
・生徒の思考力・判断力・表現力等を育成するような学習課題が設定されていたか。 
・本時の学習内容を理解し，生徒は言語活動の充実を図ることができていたか。 
・生徒同士の意見をつなげていたか。 
・表現力を付けさせるために，発表のさせ方の工夫や全体共有がなされていたか。 
◎ 自主的に開催する授業公開 
全教員が年間２回以上の授業研究を行っており，毎年１回，所属する教員が自主
的に授業公開を行っている。 
◎ 「学び合いの方法カード」の活用 
 グループでの思考を深める手だての一つとして，全教科で活用している。主に，
グループ交流の流れが示されていて，意見をまとめることと，意見を整理すること
に収束できるような仕組になっている。併せて，つなぎ言葉の例が豊富に掲載され
ている。 
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③ 児童生徒質問紙調査において好ましい回答状況を示した学校と，その特徴 
≪Ｋ小学校≫（就学援助率３０％以上にも該当） 
※「○○の授業内容は，よく分かる」や「自分にはよいところがある」という質問
に，「当てはまる」を選んだ児童割合が８０％前後を示している例 
◎ 「学習の共通理解事項」の徹底 
 各学年１名の教員が「学力向上委員会」に所属し，学習の際に共通して取り組む
こととして「○（学校名）小スタンダード」を定めている。「○小スタンダード」
は，学習規律，授業の進め方，ノート指導のポイント等，多岐にわたり，毎年度，
児童の実態に合わせ，修正している。 
◎ 児童の思いに寄り添った問題解決の授業 
児童の「分かりたい」「調べたい」という気持ちを大切にして，授業を進めてい
る。具体的には，ある程度難易度の高い課題をしっかりと考えさせたうえで，友達
の考えを聞いてみたい，自分の考えを話したいという欲求を大切にしている。 
◎ 家庭学習の与え方の工夫 
算数では，毎月一枚の『日替わりセット宿題』というプリントが児童に配られ
る。表の横軸には曜日（土・日は金曜日に含む）があり，縦軸には①から⑦の番号
が記入されている。３５（５×７）のマスには，たとえば「ひし形の面積を求め
る」といったテーマ（学習内容）がそれぞれ記入されており，自分でテーマに沿っ
た問題を作り，自分で解決してくるようにしている。様々なテーマが散りばめられ
ており，これらを繰り返すことで，学習内容を忘れないようにするとともに，主体
的な学習態度を育てている。 
 
≪Ｌ小学校≫ 
※「国語（算数）の授業内容は，よく分かる」という質問に，「当てはまる」を選
んだ児童割合が，どちらの教科においても８０％近くであり，算数のＣ層とＤ層を
合わせた割合が，Ａ・Ｂどちらも１５％前後である例 
◎ 学校・家庭・地域の役割分担を明確にし，協力して行うことの整理 
学力向上・心をはぐくむ・体力向上・安全安心な環境作りの四つの面でそれぞれ
に委員会を持ち，三者の役割分担を考えている。 
◎ 全教職員で全児童の課題を把握 
月に一回程度，全児童が抱えている課題を全教職員で共有している。学習に課題
がある児童（各学級２名ほど）については，給食準備の時間帯に学級担任でない教
職員（校長を含む）が補習をしている。補習を受けることは子供たちの中で当たり
前になっていて，自主的に参加するようになっている。また，だれでも分からない
ときは「分からない」と抵抗なくいえる土壌ができている。 
◎ 「スキルタイム」で学習に向かう体作り 
朝から１５分間の「スキルタイム」で，姿勢を正し，大きな声で音読をしたり，
計算をしたりしている。学力の基礎を培うとともに，集中して学習に取り組むこと
ができる体をつくり，できることを増やして自信を付けるようにしている。 
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≪Ｉ中学校≫ 
※「国語の授業の内容はよく分かる」という質問に，「当てはまる」を選んだ生徒
割合が７０％近くを示しており，同質問の経年推移が著しく急上昇している例 
◎ 三つの視点による授業モデルの確立 
「課題の工夫」；課題そのものの工夫と課題提示の工夫の両方 
「他者とのかかわり」；授業の中で，他者とかかわりながら協働で学習する場 
「まとめ（終末の工夫）」；生徒の理解の様子を分析し次に生かす 
◎ 「夢育」の実現を目指すポートフォリオ「夢の羅針盤」 
将来どんなことに向かって頑張っていきたいか，そのために何を今するべきなの
かを考えさせ，半期ごとに見直すものが「夢の羅針盤」である。自分で目標を書
き，保護者がそれに対してコメントを書き，学期ごとに見直して，自分は今頑張れ
ているかを考え，次の学期につなげる。 
◎ 生徒と教師をつなぐ生活ノートの活用 
毎日のショートホームルームの中で，オリジナル生活ノートを書く時間を設定し
ている。それによって，１日の授業を振り返ったり，これからの家庭学習の見通し
を持ったりする。教員は，それに対して毎日コメントを入れ，そのことが生徒に 
とって，安心して学習に取り組むことができる一助となっている。 
 
≪Ｊ中学校≫ 
※生徒質問紙において，次のような特徴を示した例 
①「自分には良いところがあると思う」という質問に，「当てはまる」を選んだ生
徒が６０％以上（全国平均と比して３０％以上高い回答率） 
②「数学の授業で公式やきまりを習うとき，そのわけ・根拠を理解するようにして
いますか」という質問に，「当てはまる」を選んだ生徒割合が約６０％（全国平均
と比して２０％以上高い回答率） 
◎ 「自分」を出すことができる授業 
授業の中に，生徒にとって面白い授業，生徒が理解できる授業，知識によらない
自分なりの思考・判断・表現を出させる「アウトプット」を重視した授業を展開す
るように，学校全体で取り組んでいる。そうした授業を中心に進める中で，生徒は
習熟の状況にかかわらず「自分」を出すことができ，生徒同士がお互いを認め合え
る関係にもつながっている。 
◎ 根拠を考え，まとめて説明する活動 
アウトプット（表現）の際には，答えや考えを表出させるだけではなく，その答
えや考えに至った思考のプロセスや理由・根拠を考えること，それを説明すること
を求めるようにしている。特に，学力下位層の生徒には可能な限り個別に関わるよ
うにして，全ての生徒の学びを保証している。 
◎ 自尊感情，自己肯定感を大切にした授業や学級経営 
生徒指導の三機能「自己決定の場を与える」「自己存在感を与える」「共感的人
間関係を形成する」を重視し，自尊感情や自己肯定感を大切にした指導を行ってい
る。生徒への接し方などについてもグループミーティングなどを通して，全体で共
通理解を深め，実際の学級指導や教科指導につなげるようにしている。 
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④ 平成２７年度訪問調査対象校のうち，追跡調査による示唆が一層期待されると
考えた学校と，更なる特徴 
≪Ｄ小学校≫ 
※前年度と同様，算数の「割合」問題において，さらに顕著な成果を上げた例 
※校長は，昨年と同じ。 
◎ 割合に関係する言葉や数直線図等で，常に２量の関係を意識させる指導【再掲】 
中学年時から計画的に，割合に関する問題において，２量の関係を数直線図や線
分図で置き換えたり，それらの図から２量の関係を式に置き換えたりする指導を徹
底する。また，授業の中で「これらの分数の中で割合はどれか」とか「何を，１と
みているのか」など，割合と量の違いや，基準量と比較量を意識させる発問を日常
的に行っている。 
◎ きめ細かな少人数指導（算数） 
高学年に限定して，級外の少人数担当の教諭が算数を指導している。毎日出す算
数の宿題については，少人数指導の教諭が，翌日の児童登校時に回収し，昼の休み
時間までには返却する。学習内容が十分に理解されていないと判断した場合は，休
み時間や授業後にきめ細かく指導する。また，少人数指導教室には，特に割合の学
習で使われる数直線等，様々な図表現のかき方等が細かく掲示され，常に参照でき
るようになっている。 
◎ 朝学習と，水曜タイム（活用力タイム） 
毎朝の朝学習の時間のほかに，毎週水曜日の午後には，２０分間を使い，活用力
の育成に特化した時間を確保する。その時間には，当該市の教育委員会から提供さ
れるチャレンジシート（全国調査や県の独自調査の過去問題を大問単位にしたも
の）に取り組ませる。ただやるだけではなく，様々な問題場面に対してネーミング
などをし，授業場面にも生かしている。 
 
≪Ｃ中学校≫ 
※平成２８年度は３年生の生徒数が４０人未満であったため，本来は，対象外であ
るが，前述のＤ小学校の近くに位置していることや，前年度以上に成果が著しいと
考えた例 
・平成２７年度の平均正答率は，全国と比べ国語Ａで５.２ポイント，国語Ｂで９.０
ポイント，数学Ａで６.８ポイント，数学Ｂで７.４ポイント上であったが，平成２８
年度には国語Ａで８.５ポイント，国語Ｂで１３.５ポイント，数学Ａで１０.８ポイン
ト，数学Ｂで１２.８ポイント上であった。全てに関して，前年度以上に学力が向上
したと考えられる。 
◎ 「対策重要度」の設定 
全国調査の結果については，各設問の正答率ごとに「対策重要度」を，Ａ（正答
率８０％以上）からＤ（正答率５０％未満）までを設定し，その結果によって，年
間の指導計画をかけて見直している。 
◎ 教科専用教室で行われる授業 
国語科，数学科，外国語科（英語）の授業についても８年前より教科専用教室で
授業を行っている。各学年で学ぶ学習の要点や作品等が掲示されており，学年の系
統性が生徒に自然に見える学習環境づくりがなされている。 
◎ ＲＧ－ＰＤＣＡサイクル 
ＰＤＣＡの前にＲ（Research：生徒の具体的な姿の把握）とＧ（Goal：把握した生
徒の実態に対して，数値目標を検討・決定）を位置付け，Ｃ中学校の目指す生徒像
- 43 - 
 
実現のため，前期後期で２サイクル実施している。 
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第３節 訪問調査結果を踏まえた学力の向上や学習状況の改善・充実のための学校
づくりへの示唆 
 
平成２７年度及び２８年度の２年間にわたり，延べ２４校の学校への訪問を通じ
て，学力の向上や学習状況の改善のための各校の取組については，一定の共通点も
見えてきた。第２節第３項では，学校選定の視点を踏まえ，各学校の取組について
特徴的な項目をそれぞれ三つのポイントに絞って示してきたが，本節では，それら
の共通点を踏まえ，訪問の結果を総括し，今後の学校や教育委員会の取組に対する
示唆を探りたい。その際，これまでも様々な研究等で明らかになった知見を踏まえ
つつも，本研究が全国調査に基づいた訪問調査であることや，前項までに述べた一
定の条件の下で学校を選定し，調査を行ったことを踏まえ，全国の学校や教育委員
会が，地域等の状況にかかわらず，自身の取組によっていかに成果を生み出された
かに留意して述べていきたい。 
併せて，学校独自の取組を第一としつつも，中学校区での取組や，教育委員会の
施策も含め，様々な取組が複合的に関連することによって成果が生まれていること
を示し，全国の学校や教育委員会がそれぞれの実態に応じ，自らの持つ資源を最大
限に活用した学校づくりに資するようにしたい。 
 
第１項 学校の独自の取組による改善・充実 
１．学校のおかれた現状を直視し，明確な問題意識の下で，全校の教職員が認識の
共有化を図りながら粘り強く同じ課題に取り組む 
 今回の訪問調査においては，前項までに述べてきたとおり，就学援助率等のデー
タを用いて，社会経済的背景を一定程度統制しつつ，教科に関する調査の正答率を
複数年度確認することで，学校自身の取組が改善に結びついた事例を選定すること
を試みた。 
 その結果，多くの学校に見られた状況は，過去のある時点まで，学力（本稿では
全国調査の平均正答率によるものとして位置付けている）に課題を抱えていたとい
う実態である。そうした状況下で改善を図るためには，まず校長等（校長，教頭，
主幹教諭，教務主任等）の中核的な役割を果たす教員が，学校や児童生徒，保護者
や地域の置かれた状況を直視し「何が課題なのか」を確認していた。そして，「ど
こから取り組むのか，どのように取り組むのか」改善の方向を見出し，全校の教職
員が「まずはやってみる」という認識の下で，意識や行動の統一を図ろうとする営
みがあった。 
改善のための取組をどこから，どのように行うか。その際のポイントは，第一
に，基礎的な指導内容を具体的に全教員で統一していくことであった。それは一言
で言えば「学習規律」と言われてきたものであるが，児童生徒が学習に向かう意識
を持つための，一つ一つの行動を粘り強く指導していくものであり，小学校であれ
ば６年間，中学校であれば３年間，学級担任が変わっても，教科担当が変わって
も，どの教員であっても一貫して指導する，ということである。小学校で言えば，
次の日の時間割を調べる，鉛筆を削って必要な本数を揃える，姿勢を正す，授業中
机上の適切な位置にノート，教科書，筆記用具を置く，などといった基礎的な内容
からの取組であるが，多くの学校でこのような統一的な取組に学校名を付す（例：
「○小スタンダード」）などし，粘り強く継続していくことで，児童生徒が落ち着
いて学習に取り組む雰囲気が醸成されていく経過を確認することができた。 
児童生徒が学習に取り組む環境整備を基礎として，第二に，具体的な授業内の指
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導内容についても，担任あるいは教科が変わっても共通した指導が図られている。
具体的には，「課題設定→構想→交流→まとめ」などといった授業展開のモデルを
設定することや，そうした授業展開を踏まえて，ノートに適切に「めあて」や「ま
とめ」を書くこと，発言の仕方（発声も含め）など多様であるが，前述した基礎的
な内容と併せて，学年が上がった際に，再度指導し直しが必要とならないよう取り
組まれていた。 
ただ，これらの一貫した取組が校内に浸透するのは必ずしも容易なことではな
い。全ての教職員が一貫した取組ができるよう，多くの学校で何らかの仕掛けが設
けられていた。校長等の中核的な教員が職員会議や校内研究等の機会を通じて，前
述した学校の現状と課題，取組の方向性を丁寧に説明することは前提であるが，そ
の上で，例えば，日常的に，教員をグループに分けて授業公開（授業研究）を行っ
ていたり，校長が定期的に授業を見て，授業者を含めた全教職員にコメントをした
り，学期ごとに各教員が自己評価を付け，児童生徒の振り返り（アンケート）と併
せて集約・フィードバックするなど，学校の実態に応じて，適切な規模・頻度によ
る実効的なＰＤＣＡサイクルが構築されている様子が見られた。 
学校の実態に応じたこのような改善のサイクルを通じて，全体の方向性自体も微
修正が図られながら，教職員は「粘り強く，ぶれずに取り組む」意識を共有してい
た。 
 
２．家庭の協力を得ながら，児童生徒の成長を粘り強く評価し，後押しする 
 前項で述べた取組が実質的に成果を上げるために必要な要素が，家庭の協力であ
る。今回の訪問調査では，家庭の社会経済的状況が必ずしも良好でなく，教育への
志向が高くない家庭が少なからず存在すると考えられる学校も意図的に対象とし
た。そうした学校では，以前は「月曜日～金曜日に一生懸命取り組んでも，週が明
けると元に戻っている」という状況も見られたという。学力や学習状況の改善のた
めに，児童生徒の学習習慣を確立するための「家庭学習」の仕組みを確立し，継続
させる取組が，主に以下のポイントを伴って行われていた。 
 第一は，習慣を付けるすなわち，毎日取り組むことができるよう，分量や内容は
児童生徒の実態に応じたものとしている点である。１日１ページから始める，内容
も一人一人が自らに合わせて決める，など，一律に内容を示すのではなく，児童生
徒自身が続けられるものを続ける，という姿勢を取っている。 
 第二は，保護者の協力を得るために，児童生徒のみならず，保護者に対して自校
が取り組む家庭学習の方針や具体的な手順などを丁寧に説明している点である。家
庭学習に関する資料を学校が作成し，年度初めに児童生徒に配布するとともに，保
護者会等で配布し，校長等から説明して協力を呼びかけている。さらに，児童生徒
が取り組んだものに，保護者がコメントを付すことを求め，関わりのきっかけを設
けている。 
 第三は，児童生徒の取り組んだものに対して，必ず教員が丁寧に確認し，コメン
トを添えてフィードバックすることである。児童生徒は，自らの取組が評価される
ことで次の意欲を高めていくこととなり，この積み重ねが好循環を生むこととな
る。中には，担任のみならず管理職を含めてノートを確認したり，よいノートを校
長が表彰したり，校内に掲示・展示するなど，更なる評価の機会を設け，自身のみ
ならず周囲の児童生徒の意欲を高めることに努めている。学校が児童生徒の取組を
評価し，フィードバックしていることは，前述のとおり保護者もノートを通じて，
また学校来訪時に受け止めることとなり，保護者が学校を信頼し，協力を強めるこ
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とに寄与している。 
第四は，細かな点ではあるが，「ノート」を用いることである。家庭学習にノー
トを用いることは必須ではないが，ノートを用いることで，自身の取組の経緯を振
り返ることができ，また取組の成果がノートの厚みとなって表れる。ノートに愛着
がわき，自分のノートをよくしたいという思いが，学習意欲を高めることに寄与し
ている。 
 
３．児童生徒のつまずきをていねいに把握し，スモールステップでわかるようにな
るまで取り組ませる 
 学力向上とは，児童生徒の立場に立てば，それは，つまずきを乗り越え，「分
かった」という状況に達する取組と表現することもできるのではないだろうか。そ
のためには，教員が，日頃の指導あるいは授業の中で，いかに児童生徒が分からな
いところ，つまずいているところを細かく把握し，それに基づいて丁寧に指導を行
うことに尽きるのであるが，そうした一見当たり前の課題に対していかに具体的に
取り組むか，訪問調査を通じて得られた示唆を以下に述べていきたい。 
 まず，授業中に児童生徒に発表させる場面や，個別指導等で児童生徒と向き合う
場面において，児童生徒が「分からない」，「できない」という意思表示をした際
に，教員としては「どこが分からないのか」を明らかにしたいところである。しか
し，そう児童生徒に尋ねても，児童生徒としては「何が分からないのか分からな
い」という状況もしばしば見られる。そこで，逆にどこまでが分かるのかを児童生
徒の言葉で説明させる状況を作ることで，児童生徒自身も考えを整理し，説明する
力を付けるきっかけになる一方，指導する側も，つまずきを明らかにしていくこと
ができるようだ。「ここまではわかるが，ここからがわからない」を粘り強く一つ
一つ解決することで，次第に，「分かる」状態に近づいていくのだと言えよう。 
参観した授業では，分かったところまで説明させ，そのあとを別の児童生徒が引
き継いで説明する場面もあった。授業における約束事を決めてそれを全員で守るよ
うにしたり，機会を捉えて教員が意識的な声掛けをしたりすることで，「分からな
くても／間違えてもいいんだ」という安心感を全ての児童生徒が持てるようになっ
ている上で，全員で課題に取り組んでいく授業を展開していくことで，個人差はあ
るにせよ，一歩ずつ「分かった」に近づいていくプロセスを，児童生徒及び教員の
双方が実感できる指導が一層重要であると考えられる。 
 やや抽象的な分析ではあるが，こうした取組が，今回の訪問校において，全国調
査のＢ問題の正答率が比較的高い（正答率のみで選定をしているものではないの
で，程度の差があることには留意が必要）ことに表れている。全国調査が，誤答の
状況から一人一人の児童生徒のつまずきを明らかにし，学習指導の改善・充実を図
ることを趣旨としてきたこと，さらには，Ｂ問題の記述式問題等において，自ら思
考・判断し，表現することを求めてきたことは，各学校の学習指導の改善・充実に
今後とも寄与することが期待できる。 
 
４．児童生徒の教え合い，学び合いと教員同士の教え合い，学び合い 
 １．～３．で述べた学校づくり，授業づくりを進めていく中で，訪問校それぞれ
の特色は異なるものの，学校全体に広く「活気」が生まれ，好循環が起こっている
状況が見られた。 
 それは，児童生徒においては，表現することへの抵抗感がほとんどない，という
ことに表れている。例えば，授業等において，グループで意見を交換したり，児童
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生徒が発表したりする際に，しっかり発言させる，他者の発言を評価する，補足す
るなど，「しっかり話す」という活動が実現している。また，授業のノートや，家
庭学習，日常の各種コンクール等への応募，総合的な学習や長期休暇中の課題など
において「しっかり書く」ことが実現している。そうした児童生徒の活動を教員が
適切に評価することで，さらに意欲の向上が図られている。 
 教員においては，１．で述べた，教員の意識統一と行動統一による継続的なＰＤ
ＣＡサイクルの確立を進めていく中で，意図的に設けられた仕組みを超えて，教員
同士が意見交換を行ったり，授業公開の頻度が増えたりする状況が見られた。ま
た，校長を含めた教員が，取組を進める中で，他校や他地域の取組の情報を積極的
に収集し，良いものを取り入れていくことを試みるなどの状況も見られた。 
 
 
第２項 教育委員会の支援等による広域的な取組 
 
 学力や学習状況の改善のための取組は，第１節で述べた各学校の取組だけではな
く，設置者の果たす役割が大きいことは言うまでもない。設置者と学校とがいかに
認識を共有し，設置者がいかに効果的な支援を行うことができるか，また学校側も
その支援を実態に応じていかに活用できるかが重要である。加えて，設置者の支援
を踏まえながらも，複数校の連携，特に中学校区を単位として，域内の小中学校が
連携した取組事例も見られたところであり，学校の抱える課題の複雑化・多様化が
指摘される中で，学力向上・学習状況の改善一つをとっても，個々の学校が自身で
抱えるのではなく，周囲と連携して取組を進めることが重要であることが改めて確
認できた。 
 
１．教育委員会による支援と各学校での活用 
教育委員会から各学校へ対する支援については，まず第一に，人的支援が不可欠
であることは言うまでもない。ただし，ここで重要なのは，人的支援の目的が何
か，学校側がその目的に沿った効果的な活用を実現しているかということである。 
人的支援の側面は二つある。第一は，様々な状況に置かれた児童生徒に対して，
できるだけ多くの教職員が関わり，きめ細かく指導する，という側面である。都道
府県単位の教職員配置に加えて，市町村単位では期限付教員や非常勤講師等の学習
指導を主体的に行うスタッフとともに，「学習サポーター」，「補助員」，「支援
員」などと言った様々なスタッフが配置されている。こうしたスタッフは，都道府
県の教員採用を目指して経験を積む者のほか，退職教員や学生を活用している事例
もある。また，訪問事例の中には，図書館司書が教員と連携して主体的な役割を果
たすことで，学校図書館が読書活動のみならず，情報，学習のセンターとしての役
割を果たし，学力や学習状況の向上に寄与している事例も見られた。 
重要なのは，こうした様々なスタッフが，第１項で述べたように学校が同じ方向
を向いて組織的・一体的な取組を進める中で，ほかの教職員と同様に意識や行動を
統一して取り組む環境が構築されていることである。特に，「サポーター」のよう
な職員については，学校の教職員に対する「外部人材」と位置付けられることもあ
る一方で，現実には，当該スタッフから「外部」という意識は感じられず，学校の
一員として児童生徒に向き合い信頼関係を構築するとともに，教員とも情報共有を
図り，指導の改善に資するものとなっている。 
 人的支援の第二の側面は，若手をはじめとした教員の育成，指導力向上のための
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いわばＯＪＴを行う側面である。退職教員を再任用して配置したり，都道府県単位
で定期的な学校訪問を行うスタッフ（指導主事ではなく）を配置したりするなど，
教員の指導力を向上させることによって結果的に児童生徒の学力や学習状況の改善
を図っているのである。 
第二には，教育委員会が，設置者として共通の目標や方針等を示すだけでなく，
各学校が学習指導に当たって最低限取り組むべき要素を示し，各学校を支援するも
のである。児童生徒の学習内容や学習方法（いわゆる学習規律も含め）や教員の指
導方法について，第１節で述べた学校ごとの「スタンダード」と同様に，域内の
「スタンダード」を設定し，具体的な指導の在り方について研修会を実施したり，
共通の教材（資料）を作成したりすることによって，各学校が学校の実態に応じて
それを活用し，指導の改善を図ることができるようにしている事例が見られる。若
手の教員が多い地域をはじめ，こうした取組が効果を上げている状況が見られる。 
このほか，改めて言うまでもないが，全国調査や都道府県及び市町村が行う独自
の調査の実施を通じて，各学校に対して学習指導の改善を促すとともに，特に課題
のある学校に対して優先して支援が行われている。調査結果を分析する際は，単に
教科に関する平均正答率を全国や地方公共団体と比較するだけでなく，質問紙調査
の回答割合も併せて比較したり，単年度の結果だけでなく複数年度（前年度との比
較にとどまらない）を比較したりするなど，様々な観点からの分析が行われてお
り，今後においても，地域や学校の実態に応じたより一層の充実が期待される。 
こうした教育委員会からの各種支援について，訪問調査を行った各校では，支援
の趣旨を理解し率先して活用している実態が見られた。当初においては学力や学習
状況に課題を抱える学校も少なくなく，教育委員会の指導主事が集中的に訪問する
など教育委員会側から主体的に様々な指導や支援を行ってきたのも事実であるが，
学校側が次第に主体性を持って支援をうまく活用し，指導の改善に結び付けている
のである。そうした教育委員会と学校との関係が構築される中で，教育委員会では
自治体における課題の解決や，学校の取組を支援するために，当該学校を研究指定
校として指定し，さらに学校の取組が深化する環境を構築することも可能となって
いた。 
学力の向上や学習状況の改善について，多くの学校が課題として認識し，試行錯
誤をしながら取組を進める中で，教育委員会としては域内それぞれの学校の実態を
把握しながら，域内全体及び各学校に応じた支援を行い，その支援の趣旨を学校側
も汲み取り，校内でより良い形で活用し，その成果や課題をさらに取組の改善につ
なげるという連携体制，好循環の構築の重要性が改めて明らかになったと考える。 
 
２．中学校区を核とした取組 
 各学校が学力向上や学習状況の改善の取組を進める上では，設置者の教育委員会
からの支援とそれを活用する学校とが一体となって取り組むことが重要であること
を１．において述べたところであるが，加えて，近隣の学校同士の連携，特に中学
校区を核として，校区内の小学校と中学校が連携した取組事例が多くの訪問校で見
られたところである。 
例えば，教育課程に関する連携については，定例的に行っている中学校区内の管
理職等の会議や，合同の授業研究の取組などを通じて，各教科における小中９年間
のカリキュラム作成や，学力向上に関する副読本の作成などの事例が複数見られ
た。中学校区を単位とすることによって，児童生徒の実態をより反映した取組が可
能となるとともに，小中学校の教員の連携が一層進むものと考えられる。その際，
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全国調査の調査問題を活用し，共通して見られる課題や，各学校種で継続して見ら
れる課題を共有し，小中が連携した授業改善につなげたり，質問紙調査の結果を活
用し，学習習慣や生活習慣等の改善に一貫して取り組んだりすることが考えられ
る。 
また，家庭学習の取組については，各学校がそれぞれ児童生徒や家庭の実態等に
応じて内容や進め方の統一を図っているところであるが，中学校区内で連携を図
り，家庭学習を重点的に行う時期を「強調週間」として設定することなどについ
て，域内の小中学校全てで実施するなどの例も見られた。加えて携帯電話・スマー
トフォン・ゲームの利用制限を設けている事例も見られた。小中学校が一体となっ
て取組を進めることで，子供を小学校・中学校の両方に通わせる家庭でも，一貫し
た取組が可能となる。また，小学校が長期休業中の補充学習の機会を設定する際
に，学校の依頼に基づき同校の卒業生である地域の中学校の生徒がボランティアと
して参加し，小学生への指導の補助に活躍している事例も見られた。 
こうした中学校区を核とした取組は，大きく次の二つの視点から意義があると考
えられる。 
第一は，取組の一貫性である。小学校の６年間，また中学校の３年間の中でいか
に一貫した取組を行うか，その意義については第１節で述べた。可能な範囲で小中
学校９年間の一貫した取組を設定し，連携することで，児童生徒の取組の確立と教
職員の認識や行動の共有・統一がより一層図られることとなる。 
 第二は，関係者，特に保護者や地域との連携である。保護者にとっては，小中学
校９年間の取組があらかじめ示されることで，家庭の果たす役割を認識することと
なり，学校の取組に対する理解や協力が進むものと期待される。兄弟姉妹のいる家
庭においても，家庭内で一貫した対応が可能となる。また，ＰＴＡや地域の様々な
機関と連携した学習支援や生活習慣の確立の取組も行いやすくなることが期待され
る。 
 
 
第３項 付言 
 本章では，これまでの関連する研究の成果を踏まえつつ，国立教育政策研究所に
おいて必ずしも十分に取り組むことができなかった分析を試みてきた。その視点は
第一に，学校自身の取組によって学力の向上や学習状況の改善が図られたケースに
注目すること，第二に，教科に関する課題について，毎年度の調査において指摘す
るのみならず，具体的な指導の改善が図られているケースに着目すること，第三
に，指導の成果を可能な限り児童生徒の視点からも把握すべく，児童生徒質問紙調
査項目に着目したことである。 
 その結果，第１節で述べたとおり，学校においては校長等の中核的な役割を果た
す教員がまず学校の置かれた現実を直視した上で改善方策を検討し，試行錯誤を繰
り返しながら学校内で意識や行動の統一を図り，同じ方向を向いて取組を進めてい
た。その際，様々な機会や「客観的な」調査結果を活用し，家庭の協力を得なが
ら，ぶれずに，粘り強く，徹底して取り組む意識が醸成されていた。併せて，短い
スパン（例えば学期ごと）で取組を確認し，取組がうまくいっていなければ改善す
るという，実質的な意味でのＰＤＣＡサイクルの構築が図られていた。 
 児童生徒との関係においても，まずは学習意欲の向上を図るべく，何がわからな
いのか，どこでつまずいているのかを，児童生徒とのやりとりを通じて丁寧に把握
し，個別指導や家庭学習，授業を通じてその成長を認め，スモールステップで取り
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組ませ，少しずつ学習意欲の改善が図られ，学力の向上にも寄与している様子が見
られた。また，授業においても各教員のそうした姿勢によって，児童生徒が表現
し，教員が対話をし，授業が活性化し，さらには授業のみならず，教員同士の意見
交換も含めて学校全体が活性化している様子が見られた。 
 このような学校の取組の実態を，教育委員会は人的な配置や学習指導に関するス
タンダードの提示を初め様々な形で指導・支援し，学校においてはそれをより良い
形で活用していた。 
 こうした取組について，ともすると，特に新たな知見ではなく全国の学校が日常
の取組として行っていることに過ぎない，という指摘も有り得よう。しかし，本章
における訪問調査からは，全国調査の調査結果を基に，一定の視点をもって学校を
選定し，他の要素を可能な限り排除した中で，改めて共通して見られた状況である
ということを共通理解する必要があると考える。 
 また，先にも述べたとおり，多くの訪問調査対象校では，過去に，学力や学習状
況に大きな課題を抱えた時期があり，教職員が試行錯誤を繰り返しながら，粘り強
い取組が進められてきたという事実も見過ごしてはならない。訪問時には，対象校
の教員から，「特別なことをやってきたのではない」とか「凡事徹底を心がけた」
という声も聞かれたが，それは，取組の積み重ね，継続の結果の表れなのではない
かと感じられた。 
 それぞれの訪問調査における各学校の状況については，別に取組事例集を作成し
たが，全国の学校や教育委員会においては，あくまで特別な学校の取組ではないと
いうことを理解した上で，自校の実態や取組の成果を踏まえ，参考いただきたい。 
 結びに，敢えて述べるのであれば，各学校が現実を直視し，その解決に向けて議
論し，関係者の協力を得ながら試行錯誤しながら取り組み，必要に応じて軌道修正
を図るという実質的なＰＤＣＡサイクルの構築が見られ，他方で児童生徒に対して
はつまずきを丁寧に把握し，その克服のために丁寧に指導し，学習意欲を向上さ
せ，対話を生み，授業ひいては学校を活性化していく取組は，全国調査の趣旨その
ものであるとも言えよう。全国調査の経緯や趣旨は，第１章で述べたとおりである
が，まさに，学校の日常の取組は，全国調査の趣旨，根本的な考え方と違わぬもの
であり，今後においても，必要な改善を図りながら，学校とともにある全国調査を
国として実施し，また学校や教育委員会においては全国調査をうまく活用していた
だくことを願ってやまない。 
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第３章 記述式問題の解答の二次分析に関する研究 
 
 全国調査の調査結果が公表される毎年夏頃に，各学校及び教育委員会に提供され
る資料については，第１章で報告している。また，調査結果報告書に掲載される内
容についても，第１章で概観している。 
 本章では，教科に関する問題のうち，記述式問題に焦点化し，その解答の二次分
析に関する研究の実際とそこから得られた知見について述べる。 
 
第１節 問題の所在 
（１）全国調査における分析の実際 
 全国調査の教科に関する問題の結果分析は，年度ごとの調査結果報告書の掲載項
目に対応している。その結果，これまでの結果分析においては，設問ごとに準備さ
れる解答類型の反応率に基づいて分析が行われてきた。各設問の解答類型は，その
番号が一桁に設定されており，つまり，その個数は，類型番号０から９までの最大
１０個という制約がある。この解答類型１０個の枠組みは，選択式，短答式，記述
式の出題形式を問わず同一に設定されている。 
選択式の問題以外では，児童生徒の解答は多岐にわたる。そして，短答式よりも
記述式の方が遥かに多様である。しかしながら，短答式や記述式の問題であって
も，正答の条件を設定することで，望ましい正答に対応する類型を設定し，記号
◎，○を付して記載するとともに，児童生徒のつまずきを予見して誤答に対応する
類型を設定し，最大で１０個の解答類型を作成している。そうすることにより，正
答と誤答を判別するとともに，児童生徒の解答状況の大まかな把握をして，児童生
徒のつまずきの傾向を分析し，学習指導の改善・充実を図る際のポイントを調査報
告書で示してきている。 
 
（２）問題の所在１：記述式問題の解答の多様性 
全国調査において，解答類型を最大１０個に設定することは，時間的制約がある
中で児童生徒のつまずきの傾向をできる限り明らかにすることにつながり，教育委
員会の施策及び学校現場の指導の改善・充実へと寄与しているのは周知の事実であ
る。しかしながら，多種多様な解答を含む記述式の問題については，解答類型の個
数の上限があることで，同じ類型番号に分類される解答であっても，特徴の異なる
正答が混在していたり，異なるつまずきの誤答が混在していたりしているため学習
指導の改善・充実の方策が限定的・抽象的になっていることも事実である。 
実際，これまでの調査結果報告書においても，同じ類型番号の具体例として，次
のように特徴の異なる複数の解答の分析が掲載されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
他方で，全ての問題に対して設定される解答類型は２種類あり，一つは解答類型
０，ほかの一つは解答類型９である。解答類型０は無解答に対応し，解答類型９
「○ 誤答について 
 ・ 解答類型２の反応率が７.３％である。問題に示されている「正方形を横に６
個かくことができること」に着目できなかったり，「正方形を横に６個かくことが
できること」は捉えているが，縦と横の数を使って正方形の総数を求める説明が記
述できなかったりしたものと考えられる。」 
（平成２８年度全国学力・学習状況調査報告書 小学校 算数 P.８２より一部を抜粋） 
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は，あらかじめ設定される正答，誤答以外の解答，すなわち，解答類型１から最大
８までの類型に分類できない解答に対応する。つまり，解答類型９には多様な誤答
が混在する。したがって，調査報告書において，学習指導の充実に資するような特
徴的な解答は例示することはできても，詳細な傾向に関する分析は困難であった。
例えば，次のような記載がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そこで本研究では，記述式問題に焦点化して，同じ解答類型に分類された児童生
徒の実際の解答について詳細に分析することで，新たな知見を得ることを目的とし
て，分析を進めるものとする。 
 
（３）問題の所在２：複数年度に渡る解答の傾向 
これまでの全国調査においては，学習指導上の課題に関連して児童生徒の実態の
経年変化を調べるために，過去の調査問題と同様の趣旨で作成した類似問題や同一
問題を出題している場合がある。これらの場合，調査報告書に関連する過去の調査
問題や正答率等が掲載されることはあっても，調査結果の分析においては単年度ご
との分析が主眼とされており，過去の調査問題と関連させた詳細分析はなされてい
なかった。そこで本研究では，学習指導上の課題に関連した複数年度にわたる記述
式問題を分析対象として選定し，複数年度にわたる児童生徒の実際の解答を詳細に
分析することで，新たな知見を得ることを目的として，分析を進めるものとする。 
 
第２節 研究の方法 
前述のとおり，本研究で焦点化するのは記述式問題である。また，問題の所在と
して述べた二つの内容，すなわち，記述式問題の解答の多様性の検証及び複数年度
にわたる解答の傾向の詳細な分析を，本研究の主たる研究目的とする。 
本研究所では，各年度の全国調査の調査報告書を作成する際，調査結果分析の過
程で児童生徒の実解答を参照している。そこで本研究では，分析対象の記述式問題
について，同一の解答類型内の児童生徒の実際の解答を比較しながら見ていくこと
で，児童の思考の解釈・把握を試みる。つまり，これまでの全国調査の単年度ごと
の分析とは異なる手法で分析を行う。調査結果は範囲が極めて広くかつ膨大である
ため，研究手法は探索的にならざるをえない。それゆえ，本研究では考察の範囲を
制限して議論することにする。時間的制約のある中で，考察範囲を制限して実施す
る議論の結果，今後の研究に継続する可能性のある研究テーマを導出できたなら
ば，一定の価値があると考えられる。 
一つには，記述式問題の解答の多様性に関わって，小学校国語から選定する問題
を事例として考察を進めることにする。これまでの結果分析から課題として指摘さ
れてきている学習内容のうち「引用」に焦点化する。また，ほかの一つには，複数
年度にわたる解答の傾向に関わって，小学校算数から選定する問題を事例として考
「・解答類型９の反応率が２８.８％である。その中には，次のような解答があ
る。 
 （解答例）・ Ａ小学校のほうが物語の貸出冊数が多いからです。 
このように解答した児童は，Ａ小学校の６月の貸出冊数に着目することはできて
いるが，Ａ小学校とＢ小学校のグラフを対比して，それぞれの「物語」の貸出冊数
の増え方に着目できていないと考えられる。」 
（平成２８年度全国学力・学習状況調査報告書 小学校 算数 P.９０より一部を抜粋） 
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察を進めることにする。同じく，これまでに課題として指摘されてきている学習内
容のうち「割合」に焦点化する。 
 
第３節 分析の視点 
児童生徒の解答の詳細分析を行うに当たり，まずは，二つの視点を設定して進め
ることにする。視点の一つは，学習指導の更なる充実・改善に対する示唆の導出で
ある。また，視点のほかの一つは，学力調査の問題作成や分析枠組みに対する示唆
の導出である。それぞれの視点設定の意図は，以下のとおりである。 
（１）学習指導の更なる充実・改善に向けて 
 これまでの全国調査の分析においても，学習指導の更なる充実・改善に向けた示
唆の導出がなされてきている。これをさらに進めて，今回，ある一つの解答類型と
して分類された多様な解答の実際を分析することで，新たな知見を導出できるもの
と期待した。児童生徒の実際の解答を詳細に分析することで，学習者のつまずきの
事項をこれまで以上に明確化できる可能性がある。その意味では，既にこれまでに
導出されてきている実践に対する示唆に，新たに追加できる示唆を探索するものと
言える。 
（２）学力調査の問題作成の枠組みや分析の枠組みの再構築に向けて 
前述したように，本研究は解答類型の個数の制限と密接に関わっている。今回新
たに解答を詳細に分析したり複数の問題を関連分析したりすることで，全国調査の
解答類型の作成に対して，何らかの示唆を導出できる可能性もある。現在の調査設
計では解答類型の個数に制限を設けているが，そのことの再検討が含まれる可能性
がある。さらには，学力調査の問題作成や分析枠組みそのものに対しても，何らか
の示唆を導出できる可能性もある。つまり，広い意味での学力調査の設計に対する
示唆が得られることを期待した。 
 
 
第４節 二次分析の実際：小学校・国語を事例として 
 本節では，記述式問題の解答の多様性の分析に関わって，小学校国語から選定し
た問題を基にした考察を報告する。以下では，まず，二次分析の目的，分析対象の
設問について概観し，分析の実際を述べるとともに，分析によって得られた結果を
述べる。先述のとおり，今回の研究は探索的に行うものであるため，詳細な考察結
果を導出するというよりも，むしろ二次分析の今後の在り方として，具体的な事例
を示すという意図を有する。 
 
（１）二次分析の目標の設定 
平成１９年度より実施されてきた全国調査の小学校国語の課題として，目的や意
図に応じたテキストの読解力や条件に即した記述力などが挙げられる。記述式設問
には，これらの能力の統合を意図したものが多く，それらを換言すると読み取った
ことを基にして自分の考えを書くといった種類のものである。このような種類の記
述式設問の中から，引用に関わるものを取り上げて，児童の解答を詳細に分析する
ことにする。 
引用は，「話すこと・聞くこと」（聞いたことを引用して話す，あるいは話し合
う），「書くこと」（調べたことなどを引用して書く），「読むこと」（文章の内
容を引用して感想を述べたり説明したりする）の三領域に関わる重要な能力であ
る。ここでは，「話すこと・聞くこと」における引用について分析を行う。国語科
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においては，互いの立場や考えを尊重し言葉で伝え合うことが求められる。互いの
考えの違いを大事にしながら多くの考えを関係付けながら討論することができる能
力を身に付けることは重要である。その指導の一つとして，引用の能力がある。引
用の能力は，相手の発言をどのように受け止めたか，どの発言内容に，どのように
感じ考えたのかという聞く能力，さらには相手が発言した言葉を正しく引き取っ
て，適切に話す能力を高めることにつながる。つまり，自分本位の一方通行の話合
い（討論）ではなく，双方向に議論ができるような言語の能力として，重要な意味
をもつのである。 
 
（２）分析対象とする設問 
分析対象となる設問を以下のように設定した。設問の趣旨や実際，正答例等は後
述のとおりである。 
 
・分析対象設問： 
 平成２６年度国語Ｂ１ 
  「立場や意図をはっきりさせながら討論する＜卒業文集＞」設問三  
 
・設問の趣旨： 
「立場を明確にして，質問や意見を述べることができるかどうかをみる。」 
 
・設問の実際 
（設問文） 
あなたは，【討論会の様子】の中の イ のところで，大野さん②の発言に対し
て，手書きの立場から「質問」か「意見」かのどちらかを述べます。解答用紙の 
    の中に「質問」か「意見」かのどちらかを選んで書き，その内容を次の条件
に合わせて書きましょう。 
（条件） 
○大野さん②の発言の内容の中の言葉を，「 」を使って引用して書くこと。な
お，「 」の中に引用する言葉は 25 字以内とする。 
○書き出しの文に続けて，80 字以上，100 字以内にまとめて書くこと。なお，書
き出しの文は字数にふくむ。 
（大野さん②の発言の内容） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
私もパソコンを使う方がよいと思います。記念に残る卒業文章なので，読みやすくつく
るべきだと考えます。手書きだった去年の卒業文集には読みにくいところがありました。
パソコンであれば，文字が上手かどうかに関係なく，文字の形や大きさがそろうので，読
みやすくなります。 
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・正答例とその条件 
○正答例 
・（大野さんの発言に対して）質問（があります。）「去年の卒業文集には読みに
くいところがありました」と言いましたが，どの部分が読みにくかったのですか。
また，文字以外に読みにくいところはありましたか。（９４字） 
・（大野さんの発言に対して）意見（があります。）パソコンであれば，「文字の
形や大きさがそろう」と言いましたが，手書きでも原こう用紙のますに合わせてて
いねいに書けば，読みやすい文集になると思います。（９４字） 
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（３）分析 
①分析対象とする類型 
 今回の二次分析では，誤答の解答類型の中でも反応率が高く，多様な解答が混在
していると想定される類型３（５５.７％）に焦点化して，その特徴を分析する。こ
の類型は，条件①を満たしているが適切に引用して書いていないことが誤答の要因
である。 
 本類型の解答は，条件①を満たしており，ある一定の立場に立ち，そして質問あ
るいは意見のいずれかを選択して書かれている。実生活においては，これらのこと
が実現できていれば討論は成立すると言えよう。あわせて，本設問の条件では，カ
ギ（「 」）を使うように求めているが，音声言語においては特に必要な条件では
あるとは捉えにくい。 
 本類型に含まれる誤答の分析を行い，引用のつまずきを分類・整理することで，
今後の指導改善につなげる意義はある。 
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②分析の実際 
類型３のつまずきの状況は，次の４タイプに分類することができる。 
 
 
 
 
 
 
以下，４タイプのそれぞれの解答例を示す。（下線部は筆者による。） 
【Ａタイプ】 
「 」は使っていないが，原文（相手の発言）の内容に即して書いている。 
（Ａ－１） 
・大野さんの発言に対して意見があります。読みやすいと言っていましたよね。た
しかに読みやすいです。でも，卒業文集なので，自分一人一人の心のこもった字
で，ていねいに書いた方が，気持ちが伝わると思います。 
（Ａ－２） 
・大野さんの発言に対して意見があります。パソコンを使うと，確かに上手，下手
は関係なくなりますが，その人の字の個性が失われてしまい，思い出にあまり残ら
ないと思います。 
（Ａ－３） 
・大野さんの発言に対して質問があります。なぜ，パソコンであれば，文字の大き
さや形がそろえばいいというのですか。手書きでも心がこもっていて，いいと思う
のですが，そのことに関してどうですか。 
（Ａ－４） 
・大野さんの発言に対して意見があります。どうしてパソコンをつかうとよみやす
くなるのですか。また，パソコンを使いこなせない人はどうすればいいですか。教
えてください。 
（Ａ－５） 
・大野さんの発言に対して質問があります。去年の卒業文集のどのようなところが
読みにくかったのですか。また，字の大きさや形，字の上手下手は，卒業文集の何
にえいきょうするのですか。 
（Ａ－６） 
・大野さんの発言に対して意見があります。私は，手書きで書いたほうがいいと思
います。なぜかというと，手書きで書いたほうが，世界で一つの卒業文集になると
思ったからです。 
 
＜【Ａタイプ】の解答例についての分析＞ 
Ａタイプは，引用には「 」が必要であることを理解していない解答である。そ
れぞれの解答は，原文（相手の発言）の内容に正対しており，原文を引用したり，
要約したり，あるいは自分の言葉に置き換えたりしている。このタイプの解答から
は，引用の仕方についての指導の必要性を新たに見いだすことができる。 
 
 
 
 
 
Ａタイプ… 「 」は使っていないが，原文（相手の発言）の内容に即して書いている。 
Ｂタイプ… 「 」は使っているが，原文（相手の発言）を誤って引用して書いている。 
Ｃタイプ… 「 」は使っているが，原文（相手の発言）を自分の言葉に置き換えている。 
Ｄタイプ… 「 」は使っているが，原文（相手の発言）でなく自分の発言に使っている。 
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【Ｂタイプ】 
「 」は使っているが，原文（相手の発言）を誤って引用して書いている。 
（Ｂ－１） 
・大野さんの発言に対して質問があります。「文字がじょうずかに関係なく」とい
う言葉に質問で，文集の中に，しっかり自分の文字をきざみこめば，思い出に残る
と思います。なので，手書きの方がいいと思います。 
（Ｂ－２） 
・大野さんの発言に対して質問があります。「卒業文集を書く人が上手かどうか
は，関係なく」と言いましたけど書く人の字がうまかったら書くほうが心にのこる
とぼくは，そう思います。 
（Ｂ－３） 
・大野さんの発言に対して質問があります。大野さんは，「パソコンで作ると読み
やすくなる。」と発言しています。しかし，文集を見たときに，パソコンでつくる
と心がこもっていないと思ってしまうと考えました。 
（Ｂ－４） 
・大野さんの発言に対して質問があります。林さんに似ていて，それは，パソコン
が上手に使えない人の気もちになった上で考えていますか。もしそうでなければ，
「記念に残る卒業文集のあり方」にはならないと思います。 
（Ｂ－５） 
・大野さんの発言に対して質問があります。平川さんが言ったように，「場所や時
間が限られている。」しかも他の学年のことも考えなければなりません。そうなる
と，パソコンは時間がかかると思うんですが。 
（Ｂ－６） 
・大野さんの発言に対して質問があります。「何度でも書き直せる」と言っていま
すが手書きで書き直せるし，自分で書く練習みたいなものができるからです。 
 
＜【Ｂタイプ】の解答例についての分析＞ 
Ｂタイプは，引用に「 」が必要であることは理解しているものの，引用部分が
原文（相手の発言）に忠実でなく，的確に言葉を抜き出していない。ここは，音声
言語を文字言語として記述している問題場面であるので，一言一句を正確に引用す
ることが求められる。Ｂ－４，Ｂ－５，Ｂ－６は，発言者である大野さんではな
く，丸山さんや司会の発言を引用している。このタイプの解答からは，条件に即し
て解答するような指導の必要性を新たに見いだすことができる。 
 
 
【Ｃタイプ】 
「 」は使っているが，原文（相手の発言）を自分の言葉に置き換えている。 
（Ｃ－１） 
・大野さんの発言に対して意見があります。「パソコンは，読みやすい」というの
はいいんですけど，工夫してマスや線をつけ書けばいいと思います。 
（Ｃ－２） 
・大野さんの発言に対して意見があります。「パソコンを使えば，読みやすくなり
ます。」といっていましたが，たしょう読みづらくても，６年生の時の思い出とし
て残るわけなので，手書きの方がいいと思います。 
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（Ｃ－３） 
・大野さんの発言に対して意見があります。大野さんは，「去年のはよみにく
い。」と言っていましたがそれも思いがこもってそうでいいし，作るのは字がきれ
いな人がやればいいと思います。 
（Ｃ－４） 
・大野さんの発言に対して意見があります。確かにパソコンで作ると，「読みやす
い卒業文集」にはなりますが，私は，少し読みにくくても，みんなの思いのつまっ
た卒業文集にするために，手書きがいいと思います。 
（Ｃ－５） 
・大野さんの発言に対して質問があります。最後の卒業集なので，「字はキレイの
方がいいと思います。」けど字が得意ではない人はどうすればよいのでしょうか。 
（Ｃ－６） 
・大野さんの発言に対して意見があります。「字がきたない。」とか「きれい。」
は関係ないと思います。中学校に行ったら，字をたくさん書くので，今から勉強に
なると思いました。私はそう思いましたが，皆さんはどうですか。 
 
＜【Ｃタイプ】の解答例についての分析＞ 
Ｃタイプは，引用に「 」が必要であることは理解しているものの，原文の一つ一
つの言葉に必ずしもこだわらず，自分の言葉に置き換えている。Ｃ－１，Ｃ－２， 
Ｃ－３，Ｃ－４は，原文（相手の発言）を受け止め全体としての意味は大きく変えて
いないが，中略して自分の言葉を挿入しているなどしているために引用のルールを
守っていない。引用ではなく，要約，意訳とも言える。Ｃ－５，Ｃ－６は，原文の中
の「文字が上手かどうか」という箇所に反応した解答であるが，それを自分の言葉に
置き換えて引用としている。このタイプの解答からは，引用する際に原文を尊重する
ことについて，指導の必要性を新たに見いだすことができる。 
 
 
【Ｄタイプ】 
「 」は使っているが，原文（相手の発言）でなく，自分の発言に使ってい
る。 
（Ｄ－１） 
・大野さんの発言に対して意見があります。パソコンを使うのは反対しています。
理由は，パソコンが出来ない人だっているからです。「丸山さん，大野さんに反対
です。」 
（Ｄ－２） 
・大野さんの発言に対して意見があります。「読みやすくつくりたい」のは，やま
やまですが世界で一枚しかないので，記念に残せるよう，手書きで書いたほうがい
いと思います。 
（Ｄ－３） 
・大野さんの発言に対して意見があります。「六年生のころの字は，こんな字だっ
たんだ」と大人になってから振り返ることが出きるように手がきが良いのではない
でしょうか。 
（Ｄ－４） 
・大野さんの発言に対して質問があります。去年は読みにくかったかもしれません
が，やっぱり自分たちが手がきでかいた方が「そつぎょうできたー」とたっせいか
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んがあるのではないのでしょうか。 
（Ｄ－５） 
・大野さんの発言に対して意見があります。手書きの方が，いい思い出になり，
「昔は字がきたなかったなぁ～」と，いういい思い出になると思います。 
（Ｄ－６） 
・大野さんの発言に対して意見があります。パソコンを使うと便利だけど，最後の
思い出として，「六年生の時の自分の字はこんな感じなんだなぁ」と思えるからで
す。 
（Ｄ－７） 
・大野さんの発言に対して質問があります。「去年の卒業文集で，読みにくい所し
かなかったんですか？それなら，みんなで字を書くことに関心を持ってもらい，キ
レイに書くことにすればイイと思います。」 
 
＜【Ｄタイプ】の解答例についての分析＞ 
Ｄタイプは，「 」を使って解答しているものの，その内容が原文（相手の発
言）でなく，自分の発言としている。Ｄ－３，Ｄ－４，Ｄ－５，Ｄ－６は，自分の
内言になっている。Ｄ－７は，自分の発言の全てを「 」で括っている。「 」
は，会話文や内言に用いるだけでなく，引用として使うことの理解ができていな
い。このタイプの解答からは，Ａタイプの解答例と同様に，引用の仕方についての
指導の必要性を新たに見いだすことができる。 
 
（４）分析から得られる示唆 
①学習指導の更なる充実・改善に向けて 
 解答類型３（誤答）の詳細な分析の結果，引用に「 」を付していない解答はＡ 
タイプのみであり，引用に「 」が必要であることは理解されていることが分かっ
た。課題としては，引用を目的に応じて，的確に用いることである。創作系の自己
表現では，「 」は会話や内言として使用できるが，本設問では相手の発言内容と
しての引用が求められている。児童の解答状況を詳細に分析することから得られた
新たな指導の示唆として，引用としての「 」の使用であるか否かを児童が的確に
判断し，目的に応じて捉えるような指導が求められる。 
 また，要約と区別しながら的確に引用を用いることが重要である。音声言語にお
いては，話が長くなる場合など，一言一句忠実に引用することは難しく，要約する
場合も多い。しかし，相手が話す内容の中で，中心となる語句やフレーズを聞き落
としてはならない場合がある。一語で解釈が変わる場合もあるため，的確に引用す
ることは重要である。文字言語の場合であれば，引用はより厳密に行う必要があ
る。 
 引用，あるいは「 」については，「話すこと・聞くこと」「書くこと」「読む
こと」の三領域の指導の中で，それらを関連付けながら，目的や必要に応じて効果
的に使用できるように指導することが大切である。 
 
②学力調査の問題作成枠組みや分析枠組みの再構築に向けて 
 本設問の類型３は，５５.７％の反応率である。誤答を指導改善に活用していくに
は，誤答がどのような要素を含んでいるかを把握することが重要である。そして，
今回の分析結果や考察で示したように，それぞれの解答状況に応じた指導が求めら
れる。 
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 例えば，今回分析対象とした問題については，上述の四つのタイプに対応した解
答類型を設定することで，児童の実態がより細かく把握できるようになり，必要な
指導の方針や具体的な授業の計画が考えやすくなると考えられる。 
 つまり，誤答分析に基づく指導改善につながるような類型の設計について検討す
ることが重要と言えよう。ただ単に類型を増やすのではなく，つまずきの傾向を予
測しながら，具体的で効果的な指導の改善につながるような類型の設定が必要であ
る。 
 
 
第５節 二次分析の実際：小学校・算数を事例として 
 
 本節では，複数年度にわたる解答の傾向の詳細な分析に関わって，小学校算数か
ら選定した問題を基にした考察を二次分析の事例として報告する。以下では，ま
ず，二次分析の目的，分析対象の設問について概観し，分析の実際を述べるととも
に，分析によって得られた結果を述べる。先述のとおり，今回の研究は探索的に行
うものであるため，詳細な考察結果を導出するというも，むしろ二次分析の具体的
な事例を示すという意図を有する。 
 
（１）二次分析の目標の設定 
平成１９年度より実施されてきた全国調査の小学校算数の課題の一つに，割合の
意味の理解が挙げられる。また一方で，自分の考えを言葉や数などを用いて記述す
ることにも課題が指摘されている。これらの課題に関連する設問を取り上げて，児
童の解答を詳細に分析することにする。 
 
（２）分析対象とする設問 
分析対象とする設問は割合に関する記述式設問，すなわち以下の五つに設定す
る。 
①【平成２１年度算数Ｂ５（３）資料の数学的な解釈と判断の根拠の説明（リサイ
クル）】 
②【平成２２年度算数Ｂ５（２）事象の数学的な解釈と判断の根拠の説明（買い
物）】 
③【平成２４年度算数Ｂ５（３）情報の解釈と数学的な表現（一輪車）】 
④【平成２６年度算数Ｂ５（３）事象の観察と論理的な考察（日本の伝統文化）】 
⑤【平成２７年度算数Ｂ２（２）場面の読み取りと処理・判断（おつかい）】 
以下，設問の趣旨や分析について，設問ごとに述べる。 
 
（３）分析 
（ア） 
・分析対象設問： 
 平成２１年度算数Ｂ５（３）資料の数学的な解釈と判断の根拠の説明（リサイク
ル） 
・設問の趣旨： 
 ４月と６月の集めたもの全体の重さとペットボトルの重さを基にして，割合の大
小を判断し，その理由を言葉や式を用いて記述できるかどうかをみる。 
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・設問の実際： 
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・解答類型と反応率： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①学習指導の更なる充実・改善に向けて  
 本設問の解答においては，二種類の量（全体の重さとペットボトルの重さ）につ
いて考察することが求められている。しかしながら，一種類の量（ペットボトルの
重さ）のみで考察していると考えられる解答（解答類型５）の反応率が４２．９％
と最も多い。次の二つの解答は，解答類型５の実際の解答の一例である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
番号 
２ 
わけ 
全て２０㎏だから。 
番号 
２ 
わけ 
リサイクル活動で集めたものの月ごとの重さのグラフを見たとおり，４月から６
月までの移りかわりはなく，約２０㎏のままだったからです。 
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 上記の解答から，４月と６月のペットボトルの重さが同じであることは捉えてい
るが，その事実を基に全体の重さを基にしたペットボトルの重さの割合も４月と６
月は同じであると捉えていることが分かる。 
 実践に対しては，上記のような反応に基づき，一種類の量で考察することと，二
種類の量の割合で捉えられる量で考察することを常に対比しながら，割合を日常の
事象に活用する場合についての理解を深めさせることが大切になると考える。 
 
②学力調査の問題作成枠組みや分析枠組みの再構築に向けて  
 解答類型１（正答◎）の解答１００件について分析した結果，次のような結果が
得られた。 
  ・実際に計算して割合を算出し，比較している解答…８９件 
  ・計算せずに基準量及び比較量どうしの比較から判断している解答…１１件 
 したがって，相当数の児童は，計算をして割合を算出し，それに基づいて判断を
していることが分かる。もちろん計算をして割合を算出しても差し支えないが，本
設問に関しては，実際に計算をせずとも，基準量と比較量の大きさの関係から判断
することができ，割合の意味の観点から見れば，後者の方が意味に直結した判断の
仕方といえる。これを具体化したものが正答例として示されている。 
 このような現状に基づき，割合の概念を活用できる実態を明確にするためには，
上記のような解答が対応する解答類型を個別に準備することが考えられる。 
 更には，算数科における判断力や表現力の育成に照らして考えるならば，計算結
果に基づいて判断するのでなく，事象・現象の把握に基づいて判断することができ
るかどうかを評価する問題や，判断の理由を柔軟かつ的確に表現できるかどうかを
評価する問題を作成することも考えられる。 
 
（イ） 
・分析対象設問： 
 平成２２年度算数Ｂ５（２）事象の数学的な解釈と判断の根拠の説明（買い物） 
・設問の趣旨： 
 割合が一定の場面で，比較量が最も大きくなるときの基準量を判断し，その理由
を言葉や式を用いて記述できるかどうかをみる。 
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・設問の実際： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・解答類型と反応率： 
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①学習指導の更なる充実・改善に向けて  
 本設問の解答では，解答類型５の反応率が３６.８％と最も高い。これは，最も高
い商品（「ウ」のくつ）に割引券を使うと値引きされる金額がいちばん大きくなる
と判断できているが，理由の記述が不十分であったり，誤りを含んでいたり，理由
を書いていなかったりする解答である。つまり，全体のおよそ１／３の児童は，問
題の文脈や，これまでの生活及び学習経験に基づいて最も高い商品（「ウ」のく
つ）に割引券を使うと値引きされる金額がいちばん大きくなると判断できている
が，その根拠の記述が的確にできていないと考えられる。なお，このことは，学習
経験に基づくものなのか，生活経験に基づくものなのか，あるいは，感覚に基づく
ものなのかは定かでなく，別の調査研究や考察が必要であろう。 
 次の二つの解答は，解答類型５の実際の解答である。 
 
（タイプ１：何らかの計算をして値引きされる金額又は値引き後の金額を算出しよ
うとしている） 
 
 
 
 
 
（タイプ２：言葉や数で解決の方針や解決の結果を説明しようとしている） 
 
 
 
 
 
 タイプ１は割合の意味が理解されていない誤答であり，タイプ２は解答の仕方の
理解の不十分さに起因する誤答である可能性が高い。解答類型５の実際の解答４０
件の内，タイプ１が１２件，タイプ２が１８件，残りの１０件は，「わけ」の欄が
無解答という結果であった。 
 タイプ１に当てはまるような児童には，式や算出した数値が何を表しているのか
を振り返って考える活動が必要になると考えられる。この活動は，割合に関する指
導のみならず，算数の指導の多くの場面で必要な活動であり，式の表現と読みの能
力の向上に直結すると言える。 
 タイプ２に当てはまるような児童には，解決の方針と解決の過程の違いを理解で
きるよう，児童の言語活動を丁寧に意味付ける指導が必要になると考えられる。割
合の指導のみならず，算数の授業において，多くの場面で言語活動は展開されてい
るが，ややもすると言いっ放しで終わり，言語活動の評価のない授業も散見され
る。算数を活用した事象の判断やその根拠の説明において必要とされる事項につい
て授業の中で確認・共有できるようにすることが求められる。ただし，タイプ２
は，問題解決の方針を考えて記述するといった，数学として抽象度の高い望ましい
振る舞いとも言えるため，慎重な対応が求められる。 
 
 
 
 
 
記号 
ウ 
わけ 
１９００÷２０=９５  ３９００÷２０=１９５   ５８００÷２０=２９０ 
商はねびきされるきんがくです。 
記号 
ウ 
わけ 
まず，くつ・ズボン・シャツの値引きした値だんをもとめて，それぞれもとの値
だんと引いて，一番値引きされる値だんがおおきかったものが，くつだったから
です。 
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②学力調査の問題作成枠組みや分析枠組みの再構築に向けて 
解答類型５は誤答であるが，正しく記号を選択できているものである。その反応率
が３６.８％と高いものであることから，類型５の反応の詳細を分析できる解答類型の
設計が今後は必要になってくると考える。本設問に対応させて考えるならば，「何ら
かの立式をして数値を算出し，それに基づいて考察している」解答，「式（言葉の式
を含む）を記述し，式の意味から考察している」解答，「言葉で解決の方略（見通し）
を記述し，方略を基に考察している」解答等に新たな類型を設定し，児童の解答の傾
向を詳細に分析することが考えられる。そうすることにより，児童の解答の傾向を学
校現場において深く理解することにつながり，また個々の誤りやつまずきに対応した
指導が可能になることと考えられる。 
 
（ウ） 
・分析対象設問： 
 平成２４年度算数Ｂ５（３）情報の解釈と数学的な表現（一輪車） 
・設問の趣旨： 
 表から適切な数値を取り出して割合の大小を判断し，その理由を言葉や式を用い
て記述できるかどうかをみる。 
・設問の実際： 
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・解答類型と反応率： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 学習指導の更なる充実・改善に向けて  
本問題で取り上げた場面は，教科書においては割合の単元の導入部に近い。しか
しながら，個々の解答を分析してみると，正答率が低いだけでなく，そしてよく言
われるように「基にする量」が特定できていないといった誤りだけでなく，全体の
人数を基にしたときの乗れる人数の割合で比べること自体を有効と感じていない児
童が相当数いることが分かった。従来から課題として指摘されている「基にする
量」が特定できていないといった誤りだけではないことがうかがえる。 
例えば，類型１の正答に分類されているものであっても，合計の数の公倍数を求
め，それを基に乗れる人数の倍数どうしを比較する方法をとっている児童が相当数
いる。この場合，比較方法としては妥当であるが，他方で小数で表す割合の利点，
つまり，基にする量を公倍数ではなく１に揃える方法の利点についてはあまり意識
していないと考えられる。 
また，割合を活用して解答しているが，乗れない人の割合も合わせて求めている
児童も類型１のうち８%程度見られた。慎重とも言えるが，他方で乗れる人の割合
だけでは，解答が十分でないと考えた可能性もある。乗れない人の割合＝１－乗れ
る人の割合などの，数量の間の関係にも留意した指導が必要と考えられる。関連し
た知識が総合され，ネットワーク化されることで当該児童の「深い理解」につなが
ると考えられ，そのようなねらいに基づいた指導の在り方を検討すべきであろう。 
さらには，乗れる人数と合計の人数を用いていながら，乗れる人数９名を９０に
してからわり算を立式している児童がいた。９÷１５や１２÷２０というわり算に
抵抗感があるのかもしれない。そうだとすると，計算技能と割合の理解とは無関係
ではなく，計算技能の不十分さが理解の妨げとなる可能性がある。理解が技能を支
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えるだけでなく，技能が理解を支えるという側面もあることを留意して指導する必
要がある。 
 
② 学力調査の問題作成枠組みや分析枠組みの再構築に向けて 
誤答であっても，その背景にある児童の割合についての理解を知ることは，重要
である。そのように考えると，なぜ児童がそうした立式をしたのかが，知れるよう
な問題を作成することも考えられる。そのような情報を得られるならば，児童の
持っているイメージや（ミス）コンセプションを基に指導の手立てを考えることが
可能となる。したがって，そうした背景の関連した発想を捉えるような問題を作成
したり解答類型を準備したりすることが望まれる。 
 
 
（エ） 
・分析対象設問： 
平成２６年度算数Ｂ５（３）事象の観察と論理的な考察（日本の伝統文化） 
・設問の趣旨： 
 示された情報を整理し，筋道を立てて考え，小数倍の長さの求め方を言葉や式を
用いて記述できるかどうかをみる。 
 
 
・設問の実際： 
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・解答類型と反応率： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 学習指導の更なる充実・改善に向けて  
本設問の解答においては，解答類型７の反応率が２８.８％と高い。この解答類型
は，正答の条件①（妹の身長から妹の一あたの長さを求める式や言葉）を記述し，
答えに２１以外を解答しているものである。次の解答は，解答類型７の実際の解答
の一例である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 上記の解答（言葉と式を用いた説明）をみると途中までは正答の記述であるが，
最後に「一あたの長さと一あた半の長さをかけると…」と記述した結果，解答類型
７となっている。この解答のように，何が求答事項なのかを的確に捉えきれていな
かったり，示された問題から解決の方針を的確に立てることができなかったりする
解答は，解答類型７以外にも散見される。例えば，解答類型８や解答類型９に含ま
れる下記のような解答である。 
答え 
約  ２９４０ ｃｍ 
求め方 
１４０×０.１=１４   １４０×（１４×１.５）=２９４０ 
まず一あたは身長の約１０％の長さなので，一あたの長さを求めます。すると１４０×０.１
=１４になるので一あたの長さは１４ｃｍになると考えました。そして，一あたの長さと一あ
た半の長さをかけると，２１になり，妹の身長と一あた×一あた半をかければ，はしの長さを
もとめることができます。 
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解答類型８の解答例 
 
 
 
 
 
 
 
 
解答類型９の解答例 
 
 
 
 
 
 
 
 
上記のような解答から，「使いやすいはしの長さを求める」という状況を理解で
きてない，又は，答えは求めているが振り返って考えていないといった児童の実態
を捉えることができる。割合の問題の解決において，上記のような解答を典型的に
みることができる。状況の深い理解が求められるような現実場面に基づく問題解決
の指導において，次のような活動を充実させることが考えられる。一つには，示さ
れた問題事象を的確に読むことができているかどうかを，解決の方針をまとめさせ
ることから確認する活動である。また一つは，結果の見通し（本問題では，使いや
すいはしの長さの見通し）を立てるとともに，その見通しを立てた根拠について検
討する活動である。 
 
②学力調査の問題作成枠組みや分析枠組みの再構築に向けて 
解答類型１（正答◎）の実際の解答をみると，次のようなタイプに分類できる。 
 
（タイプ１：言葉と式を用いて説明している解答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
答え 
約  １３０ ｃｍ 
求め方 
１４０÷１０=１３０ 
答え 
約   ３９ ｃｍ 
求め方 
一あたは身長の約１０％の長さで妹の身長は１４０㎝だから 
１４０−１０１＝３９で答えは約３９㎝です。 
答え 
約    ２１ ｃｍ 
求め方 
まず，１４０×０.１=１４で一あたを求めます。妹の一あたは１４ｃｍです。１４ｃｍの半分
を求めるため１４÷２=７をします。一あたの１４㎝と一あたの半分の長さを７㎝をたすと１
４+７=２１で一あた半の長さを求めることができます。 
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（タイプ２：言葉で式や数値の意味を説明し，式を用いて説明している解答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（タイプ３：式を用いて説明している解答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
（タイプ４：式や答えの意味を補足しながら説明している解答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
児童の表現の様相は上記のように多様である。例えば，児童の解答を上記のよう
に分類し再集計して捉えることで，問題作成の際の有用な情報になり得ると考え
る。つまり，問題に提示する解法の選定に反映させることが考えられる。 
また，多様な表現相互を関連付けて，数学的な表現を解釈することを問うような
問題を作成することも考えられる。つまり，これからの算数科の学習における重要
答え 
約    ２１ ｃｍ 
求め方 
①  １０％=０.１ 
妹の身長に①で求めた０.１をかける。→１４０×０.１=１４ 
出た答えが妹の一あた。一あたの１.５倍。だから→１４×１.５=２１ｃｍ 
答え 
約    ２１ ｃｍ 
求め方 
１４０×０.１=１４     １４+（１４÷２）=２１    ２１㎝ 
答え 
約    ２１ ｃｍ 
求め方 
      一あた        半 
１４０÷１０=１４     １４÷２=７     
一あた  半  一あた半 
１４ + ７ = ２１ 
答え 
約    ２１ ｃｍ 
求め方 
１４０÷１０=１４   ⇒        １４×１.５=２１ 
 
 
                ⇒  
１４０の１／１０を求める 
（１４０の１割だから） 
一あたが１４とわかったので 
１.５倍する 
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な資質能力に対応した問題を作成できると考えられる。 
さらには，教師が考える望ましい洗練された表現とは異なる説明の実際を分類す
ることで，数学のように定式化された表現が確立されていない算数科において，児
童の表現の実際と望ましい表現との関連を検討することにつながり，問題や教材等
の作成に反映できるものと考える。 
 
 
（オ） 
 分析対象となる設問，趣旨等は後述のとおりである。 
・分析対象設問： 
 平成２７年度算数Ｂ２（２）場面の読み取りと処理・判断（おつかい） 
・設問の趣旨： 
 示された情報から基準量を求める場面と捉え，比較量と割合から基準量を求める
ことができるかどうかをみる。 
・設問の実際： 
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・解答類型と反応率： 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 学習指導の更なる充実・改善に向けて  
類型７で４８０÷０.２=２４０あるいは２４００とした児童については，２４０
が４８０の半分，２４００が４８０の５倍であることを考えると，これを２０％増
量しても４８０に戻らないことは明らかである。それにもかかわらず２４０あるい
は２４００と答えていることを考えると，場面を意味のあるものとして総合的に把
握できていない，すなわち場面に関わる各種情報が整合していることに気を配るこ
とができていないと解釈できる。 
また，類型７で４８０×０.２を計算した後に，これを４８０から引くという操作
をしていた児童は，少数派である。つまり，４８０×０.２の積を答えとしている。
この発想が，２０ｍＬ足したあとの量から２０ｍＬ引けば元の量になるのと同様
に，２０％増量した量の２０％を考えると元の量になるとの理解に基づくとすれ
ば，割合の増減についての誤ったイメージを持っていることになる。４８０×０.２
をした児童が一定数存在するとすれば，２０％増量したものを１００％としてその
２０％を求めても元に戻らないといったことを適宜確認し，誤ったイメージを取り
除くという支援も必要であろう。またそうした一つ一つの確認が，「割合」という
ものの性質を調べることにもなり，割合の理解を深めるとも考えられる。 
算数の問題解決において，児童は，単に，立式，計算により答えを求めればよい
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と考えがちである。しかしながら割合などの数量関係の問題を解決する際には，問
題場面の深い理解や，解決に必要な数量を見出す等の解決の見通しの明確化といっ
た指導にも注意が向けられるべきである。このような指導の積み上げが，算数・数
学の知識を活用しながらよりよく問題場面を理解するということにつながる。さら
には，育成すべき資質という点からも重要であろう。したがってこの問題のような
算数の文章題に適切に取り組むためには，そもそも算数の文章題が問題場面につい
ての理解を深めることにつながることの価値を児童が持つことも大切であり，今回
分析した解答はそうした算数の価値が持てていない児童の存在を示すものとも言え
る。 
 
②学力調査の問題作成枠組みや分析枠組みの再構築に向けて 
類型７において４８０×０.２あるいは４８０÷０.２，４８０÷２０をした児童の
中には，その計算結果を４８０から引いている解答が見られる。これは不適切な方
法ではあるが，増量分を増量後から引くことで増量前を求めようとする意図が感じ
られる解答である。計算結果をそのまま答えとしている児童が２０％増量を１２
０％と読み替えることができなかったのとは異なり，大雑把な方向性としては合っ
ているとも言えるので，その点が汲み取れる類型を準備することも有用である。 
今回４８０×０.２の結果をそのまま答えとした児童が１３％程度いたことが推測
される。これは平成２２年度の算数Ｂ５(１) で３０％引きの図を選ぶ問題で３０％
の図を選んだ児童の割合１６.６％に近い値である。これらの児童には「○％引き」
や「○％増量」という言葉の意味自体がよく理解されていない可能性もある。算数
に出てくる基本的な表現や言い回しについての理解を調べるような問題を開発する
ことも必要と考えられる。 
また，前述したように，立式が間違っている解答であっても，立式後の処理まで
見ていくと，立式や計算の後の思考の中に適切と解釈できるものが含まれることが
ある。４８０÷０.２＝２４００としたものの，増量前の量が増量後の４８０より大
きくなるのは不適切と考えて２４０と答えることは，そもそも立式は不適切である
が，他方で答えを場面の意味から吟味するという部分は適切に行われている（吟味
後の修正の仕方は再び不適切であるが）。場面と算数・数学的技能との関わりを考
慮して育成すべき資質を考えたときには，こうした吟味も詳細に把握し，評価して
いけるとよいと考える。例えば，平成２７年度の算数Ａ１(１)や(３)，平成２８年
度の算数Ａ１(３)などで答えの見積もりや吟味を問う問題を出題している。これら
の問題はこの指摘に関連するものと言える。 
 
（４）分析（ア）から（オ）を通じて得られる示唆 
全国調査の問題や調査結果は教員研修等でも活用されている。そうした現状に関
連して，今回実施した詳細分析を基にすると，下記のような新たな示唆も得られ
る。 
 
教員養成あるいは初任者などの教育において，児童の解答の中から典型的な誤答
や特徴的な誤答を取り上げ，そうした誤答を生み出す児童の理解状態や認知過程，
またそうした児童に対して考えられる支援の方法について，ケーススタディの手法
を用いてその解決方法を議論する機会を多く設け，児童生徒の多様な実態及び学校
現場における授業の現状を理解することが有用と考えられる。 
また，経験５年以上の教師や，算数科の指導的な立場に立つ可能性のある教員へ
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の研修（例えば中堅教諭等資質向上研修が想定される）では，全国調査から明らか
になった小学校算数科の課題とその指導改善の在り方を研修内容に盛り込むことも
有用であろう。例えば，分析（ウ）に沿って述べるならば，題意にそった割合は
「乗れる人数÷全体の人数」であるが，それと「全体の人数÷乗れる人数」，「乗
れる人数÷乗れない人数」などとの比較を行うことで，割合のアイディアがどのよ
うな意味で有効な指標なのかを考えることも指導の改善・充実の観点から大切と言
える。今回の分析では公倍数を利用した解答も多く見られたことから，公倍数を利
用した考え方との比較も有効であろう。こうした理解を深めておくことは，単に教
材研究を深めるだけでなく，児童の数学的なアイディアの傾向性をより理解するこ
とにつながると考えられる。教員サイドはややもすると教える内容を“当然”と思
いがちであるので，ある程度の経験を経た教員や指導的立場の教員に，内容を新鮮
な目で見なおす機会としても有効と考えられる。 
さらには，児童の誤答例を示し，その背景にある考え方やアイディアの妥当性，
それを踏まえた対応の仕方などを考える演習を取り入れることも有用と考えられ
る。分析（オ）に沿って述べるならば，解答類型７の中で４８０×０.２とした児童
については，これをそのまま答えにしたか４８０から引こうとしたかで背景になる
考え方は異なり，４８０から引こうとした児童の場合， 
４８０×０.２=４８０×(２０/１００)の代わりに４８０×(２０/１２０)であれば
妥当な考えになったことを教師が知っておくことも大切である。教師は標準的な解答
を知っているだけでなく，その問題の考え方を多面的に把握しておくことが，個に応
じた指導につながるだけでなく，一斉授業のときの授業に厚みを加えることになると
考えられるからである。また，４８０÷０.２とした児童が，全般的にその計算も誤っ
ているといった事実も研修内容として有用と考えられる。これは良い方向に解釈すれ
ば，４８０の増量だから数百のレベルと考えて２４０を答えにしてしまったとも解釈
できる。また，厳しく解釈すれば，計算手続が確立されていないことにより，答えの
２４００を信用できず，その結果として答えの見積もりから式の修正ができなかった
とも言うことができる。さらには，Ａ問題の計算の解答と比較することで，似たよう
な計算であっても，計算問題と文章問題では正答率に差が出ることを再認識できる可
能性もある。こうした児童の認知の詳しい実情を知ることは，特に現職教員の研修に
は大切と言える。 
 
実際の児童の解答を基に，理解の質に対応させた解答パターンをデータベース化
し，それぞれのパターンに応じた対応の具体策や単元全体への位置付けも付加した
事例集のような資料を作成することも，教員養成段階や教員研修において有効と考
えられる。 
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第６節 結論 
 本章では，教科に関する調査のうち，記述式問題に焦点化し，その解答の二次分
析に関する探索的研究の実際を述べるとともに得られる知見を示した。 
 具体的には，まず，小学校国語の引用に関する記述式問題を取り上げ，ある誤答
の解答類型に含まれる多様な解答を概観して特徴を考察し，学習指導に対する示唆
及び調査の分析枠組みの再構築に向けた示唆を導出した。結果として，学習者のつ
まずきの傾向を予測しながら指導改善に資する具体的かつ効果的な解答類型の設定
の必要性が指摘された。 
 次に，小学校算数の割合に関する記述式問題を取り上げ，複数年度にわたって正
答及び誤答の解答類型に含まれる解答を概観して特徴を考察し，学習指導に対する
示唆及び問題作成と分析枠組みの構築に向けた示唆を導出した。結果として，正答
であっても解答内容の質に幅があることが明らかになり，中には，割合の利点を意
識できていないと解釈可能なものも含まれることが明らかになった。また，誤答の
中には，何が求答事項であるかについての理解が深まっていないものや場面を意味
有るものとして総合的に捉えられていないものも散見された。こうした分析結果を
基にすると，それらを把握するための問題開発の必要性や解答類型の設定の必要性
が導かれる。他方では，割合に関連する用語や表現の理解を確認する問題の開発の
必要性も指摘された。更には，教員養成段階の教育や教員研修に対する示唆も得ら
れた。 
 さらには，記述式の設問における児童生徒のパフォーマンスの実態とその特徴を
考察することから，学部（大学院・教職大学院）段階における教科教育法（学）の
カリキュラム改善に関する示唆及び現職教員研修に係る示唆が得られた。このこと
は，教員の養成・採用・研修の一体的改革を通じて教員の資質の向上が不断に求め
られている現状に鑑み，児童生徒の思考力・判断力・表現力等の実態から，よりよ
い指導の在り方を考えるための有効な教員養成教育及び研修プログラムを構築する
ことにつながると考えられる。 
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第４章 本研究での取組を踏まえた今後の分析への期待 
 
１．質問紙調査のデータのさらなる活用 
 
 全国調査では，児童生徒質問紙及び学校質問紙調査を悉皆調査として実施してい
るため，児童生徒の学習状況や生活習慣に関する大規模なデータが集積されてい
る。現在，質問紙調査結果と教科に関する調査結果とのクロス集計や相関係数の算
出による分析は，部分的には行われており，一部は公表されている。本研究では，
質問紙調査結果データのさらなる活用の可能性を探るため，①教科に関する調査と
質問紙調査を関連させた新たな分析の可能性，②他の教育及び教育以外の社会的・
経済的な統計データとを関連させた分析の可能性について検討を行った。 
 
（１）教科に関する調査と質問紙調査を関連させた分析 
 教科に関する調査と質問紙調査を関連させた分析について，これまで国が行って
きた集計・分析は，各質問紙調査項目の結果について，４件法での回答割合を肯定
的な回答と否定的な回答に区分し，それらと教科の正答数（正答率）との関連を分
析するものであり，就学援助率など，学力と一定の相関関係がある項目も見られて
きたところである。しかし，こうした分析結果を学校や教育委員会がどのように指
導や施策へ反映させるかという点については，必ずしも明らかではないと考えられ
る。 
児童生徒質問紙における学習状況や生活習慣に関する個々の質問項目への回答
は，個人の意識のずれは生じるものの，児童生徒の日常の意識や行動が直接的に表
れるものと考えられる。このため，各学校が日々の指導の中で行う学習状況や生活
習慣の改善のための様々な取組の成果としては比較的定量的に示しやすく，また評
価もしやすいのではないかと推測される。多くの学校や教育委員会では，教科に関
する調査結果について「正答率が全国平均を○％上回った」あるいは「全国平均と
の差が○％に縮まった」ことを成果として示している事例は少なくないが，そうし
た指標を日頃の指導又は施策の改善の成果の一つの目安とすることは重要である。
一方で，一度の調査で盛り込むことができる項目数（＝問題数）が限られる中，正
答率の数値を定量的に判断し，具体的な指導の成果として評価することは容易では
ない。 
したがって本研究では，各学校における学力向上や学習状況の改善の取組の成果
を多角的かつ実質的に捉えることができるようにするため，２章において，調査結
果から特徴的な結果が見られた学校を選定し，訪問調査を行う際，選定の視点に質
問紙調査の回答状況を教科に関する調査結果と併せて盛り込むこととした。（自己
肯定感に関する質問項目について，学校選定の視点に盛り込むとともに，教員の児
童生徒への対応に関する質問や，児童生徒の教科に対する意識に関する質問につい
て，選定した各学校における回答状況を確認。詳細は第２章を参照。） 
今後は，分析に用いることが適当と考えられる質問項目をさらに幅広く検討する
とともに，単年度の結果にとどまらず複数年度にわたって結果を確認し，質問紙項
目への肯定的な回答割合の上昇が見られる学校について，取組の実態を学校訪問等
の質的調査によって分析したり，全校のデータを用いて，質問紙項目への肯定的な
回答割合の上昇と教科の正答率の上昇の様子を時系列で分析（同時に現れるか，教
科の正答率の上昇が遅れて現れる可能性が考えられる）したりすることが考えられ
る。その際，本研究で取り上げた質問項目に加えて，実際に学校訪問をして見えて
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きた事として，例えば以下のような項目を取り上げることも考えられる。 
（本研究で取り上げた主な質問項目（第２章参照）） 
・自分にはよいところがあると思いますか。 
・先生は，あなたのよいところを認めてくれていると思いますか。 
・先生は，授業やテストで間違えたところや理解していないところについて，分か
るまで教えてくれますか。 
（今後追加して取り上げることが考えられることが考えられる質問項目の例） 
・国語／算数（数学）の授業はよく分かりますか。 
・友達の前で自分の考えや意見を発表することは得意ですか。 
 
（２）他の統計データと関連させた分析 
 全国調査は悉皆調査であり，学校や児童生徒ベースのデータを収集する他の統計
データの関連を図ることが可能となれば，分析の幅がさらに広がるものと考えられ
る。本研究では，関連を図ることが考えられる統計データと，分析に当たっての課
題について検討した。 
文部科学省の実施する「学校基本調査」は，学校の教員数や学級数等の悉皆デー
タを把握する調査であり，文部科学省の基幹統計調査である。また，「全国体力・
運動能力，運動習慣等調査」は，小学校５年生及び中学校２年生を対象として実施
する悉皆調査であり，生活習慣に関する児童生徒質問紙において，全国調査と同一
の質問項目も設けられている（携帯電話・スマートフォンの使用時間，朝食や睡眠
に関するもの）。 
これらの調査と全国調査とを関連させる可能性について確認したところ，現時点
では，学校及び児童生徒に関する悉皆のデータを連結させることに課題があり，連
結データの整備及び分析によって何を明らかにすべきかを更に検討し，分析によっ
て得られる知見と分析に要するコストの比較衡量に基づいた研究計画の構築が必要
であるという結論に至った。 
今後の分析としては，例えば，児童生徒の学力との関係が指摘されている家庭や
地域の社会経済的背景について，現在の全国調査の児童生徒質問紙からでは把握が
難しいことから，他の調査を活用し，分析することが考えられる。例えば，悉皆調
査として実施されている国勢調査においては，保護者の職業や収入を含めた家庭の
社会経済的背景に関するデータが蓄積されている。国勢調査の実施頻度が５年に一
度であることや，公立小中学校の学区域の区分が単純な区分でなく，地域の社会経
済状況を単純に推定することができないなど，留意すべき点もあるが，分析すべき
仮説を明らかにした上で，上記に留意して一定の地域を選定した上で，家庭の社会
経済的背景に関するデータと教科に関する調査との関連を分析することが考えられ
る。 
 
２．記述式問題の結果に関する量的分析 
 
 教科に関する調査について，毎年度行う分析では，教科ごとに，個々の問題の解
答状況に着目して，誤答の状況を踏まえた学習指導の改善・充実に当たってのポイ
ントを示すことが主となっている。他方で，教科を横断した分析については，教科
全体の正答率についてクロス集計が行われているものの，それによって特筆すべき
示唆は得られておらず，また，設問ごとの分析は行われていない。しかし，資料か
ら必要な情報を取り出して説明することや，適切な根拠に基づいて説明することな
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ど，教科を通じて一定の課題が見られている。 
 このことから，国語と算数・数学から適切なものと考えられる問題を取り上げ，
解答類型ごとの反応状況をクロスして分析することで，思考力や判断力，表現力等
の観点からの指導の充実に関する示唆を得ることができないか検討した。 
 以下は分析の一例である。 
 
〔取り上げた問題〕 
平成２８年度小学校国語Ｂ２二（１）：「早寝早起き活動」の前後の状況を表した
グラフに基づき，活動の課題について説明する。 
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平成２８年度小学校算数Ｂ４（３）：二つの小学校の図書の貸し出し冊数を示した
グラフを見比べて読み取った事柄として正しくないことについて，正しくない理由
を説明する。 
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上記の２問については，国語，算数ともに，複数のグラフの数値を読み取った上
で，出題の意図に応じた説明を記述することが求められているという点で共通して
いることから，解答類型をクロス分析することで，特定の解答傾向が見られるかど
うかを検討した。 
しかし，分析の結果，国語については，活動報告文の記述と結び付けながら「寝
る時刻が２時間以上遅くなる割合が減っていない」ことを記述する必要がある一方
で，算数については，読み取った具体的な数値を根拠として明示した上で記述する
必要があるなど，両教科でそれぞれ指導すべき内容に基づく問題設定になっている
ことから，国語及び算数を通じた共通の傾向を認めることはできなかった。 
 今後は，例えば，次のような条件などを設定して，クロス集計ができる問題の組
合せを検討し，分析を行うことが考えられる。 
 ・正答率が少なくとも５０％程度がある場合 
 ・特定の解答類型の反応率が高く，かつ，その類型内でのつまずきを詳細に分析
する際に，他教科の問題の解答状況が活用できる場合 
今後，分析すべき課題の精緻化を行うとともに，将来的には，問題作成の際に，教
科を横断した枠組みを検討することも考えられる。 
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 研究成果報告書 ２０１１年３月３１日 国立大学法人大阪大学 志水 宏吉 
・平成２５年度全国学力・学習状況調査（きめ細かい調査）の結果を活用した学力
に影響を与える要因分析に関する調査研究 成果報告書 ２０１４年３月２８日 
・効果的な指導方法に資する調査研究 成果報告書 ２０１５年３月３１日 
 
第３章 
・平成２０年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 算数 
・平成２０年度 全国学力・学習状況調査【小学校】報告書 
・平成２２年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 算数 
・平成２２年度 全国学力・学習状況調査【小学校】報告書 
・平成２４年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 算数 
・平成２４年度 全国学力・学習状況調査【小学校】報告書 
・全国学力・学習状況調査の４年間の調査結果から今後の取組が期待される内容の
まとめ～児童生徒への学習指導の改善・充実に向けて～ 
・平成２６年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 国語 
・平成２６年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 算数 
・平成２６年度 全国学力・学習状況調査 報告書 小学校 国語 
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・平成２６年度 全国学力・学習状況調査 報告書 小学校 算数 
・平成２７年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 算数 
・平成２７年度 全国学力・学習状況調査 報告書 小学校 算数 
 
第４章 
・平成２８年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 国語 
・平成２８年度 全国学力・学習状況調査 解説資料 小学校 算数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
